




農地法関係事務処理の手引き

＜様式集＞


農地法関係事務処理の手引き（農地転用関係）様式一覧表
	頁
	手引き
記載頁
	様式番号
	書類名
	備考

	1 
	6
	2-1
	農地法第４条第１項第７号の規定による農地転用届出書
	市街化区域内農地届出関係

	2 
	7
	2-2
	農地法第５条第１項第６号の規定による農地転用届出書
	　　　〃

	3 
	8
	2-3
	届出書１の欄　届出当事者の氏名，住所及び職業　
	　　　〃

	3 
	8
	2-3
	届出書２の欄　届け出ようとする土地の所在等
	　　　〃

	3 
	8
	2-4
	農地転用届出整理簿
	　　　〃

	4 
	9
	2-5
	受理通知書
	　　　〃

	5 
	10
	2-6
	不受理通知書
	　　　〃

	6 
	11
	2-8
	農地法第４条第１項第８号の規定による農地転用の届出通知書
	　　　〃

	7 
	12
	2-9
	農地法第５条第１項第７号の規定による農地転用の届出通知書
	　　　〃

	8 
	15
	3-1
	買受適格証明願
	買受適格証明関係

	9 
	16
	3-2
	買受適格証明願に係る意見書
	　　　〃

	10 
	17
	3-3
	買受適格証明願整理簿
	　　　〃

	11 
	18
	3-4
	買受適格証明不交付通知書
	　　　〃

	12 
	20
	4-1
	制限除外の農地の移動届
	制限除外の農地移動届

	13 
	21
	4-2
	制限除外整理簿
	　　　〃

	14 
	24
	4-3
	事業計画書
	電気事業者の制限除外農地移動

	15 
	26
	5-1
	農地法第　条の規定による許可申請の取下願
	許可申請取下

	16 
	27
	5-2
	農地法第　条の規定による許可申請の取り下げについて　（※受理通知書）
	　　　〃

	17 
	28
	5-3
	（※却下指令書）
	　　　〃

	18 
	31
	6-1
	農地法第４・５条第１項の規定による許可の証明願
	許可証明

	19 
	32
	6-2
	農地法第　条第　項第　号の規定による届出受理の証明願
	　　　〃

	20 
	33
	6-3
	農地法第　条第１項の規定による許可を取消されていないことの証明願
	　　　〃

	21 
	34
	6-4
	農地法第　条第１項の規定による許可があったこと及び許可を取消していないことの証明願
	　　　〃

	22 
	35
	6-5
	許可（届出受理）及び取消されていない旨の証明願い整理簿
	　　　〃

	23 
	37
	7-1
	農地法第　条の規定による許可申請書記載事項変更願
	許可申請書記載事項変更

	24 
	39
	8-1
	農地法第　条の規定による許可指令書の訂正願
	許可指令書訂正

	25 
	40
	8-2
	許可指令書訂正事項整理簿
	　　　〃

	26 
	43
	9-1
	農地法　条第１項の規定に基づく許可申請に係る不備書類等の補正について（催告）
	申請書補正

	27 
	46
	10-1
	証明願（非農地証明）
	非農地証明

	28 
	47
	10-2
	証明願（転用事実証明）
	転用事実証明

	29 
	48
	10-3
	現況確認証明願整理簿
	現況確認証明

	30 
	51
	11-1
	一時利用地指定通知書
	非農用地区域の設定を伴う土地改良事業を行う場合における農地転用許可

	32 
	53
	11-2
	異種目換地指定通知書
	　　　〃

	33 
	54
	11-3
	確約願
	　　　〃

	33 
	54
	11-4
	証明願　（異種目換地予定地である旨）
	　　　〃

	34 
	55
	11-5
	証明願　（創設換地予定地である旨）
	　　　〃

	34 
	55
	11-6
	証明書　（換地計画に定められた非農用地区域の用途及び当事業主体が取得予定である旨）
	　　　〃

	35
	58
	12-1
	農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討を求める申出書
	地域計画区域内における認定農業者の農業用施設用地の農地転用手続き

	37
	60
	12-2
	検討結果通知書
	　　　〃

	38
	61
	12-3
	農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討結果に対する意見聴取について
	　　　〃

	39 
	63
	13-1
	農地法第　条の規定による許可の取消願
	許可処分取消

	40 
	64
	13-2
	農地法第　条の規定による許可の取消について　（※許可権者→願出人）
	　　　〃

	41 
	65
	13-3
	農地法第　条の規定による許可の取消について（※農林水産部長→農業委員会長）
	　　　〃

	42 
	69
	14-1
	違反転用事案報告書
	違反転用処分

	44 
	71
	14-2
	農地転用違反是正について（※農業委員会会長名）
	　　　〃

	45 
	72
	14-3
	農地転用違反是正について（※県知事名）
	　　　〃

	46 
	73
	14-4
	聴聞通知書
	　　　〃

	47 
	74
	14-4
	（別紙）聴聞に関しての留意事項
	　　　〃

	48 
	75
	14-5
	弁明手続通知書
	　　　〃

	49 
	76
	14-6
	処分書
	　　　〃

	50 
	77
	14-7
	命令書
	　　　〃

	51
	78
	14-8
	農地法第51条第３項に基づく違反転用事案に関する情報の公表について
	　　　〃

	52 
	100
	-
	事業経歴書（建売住宅）（農地法第４条・第５条申請書添付参考資料）
	農地転用申請

	55 
	110
	1-1
	農地法第４条第１項の規定による許可申請書
	　　　〃

	57 
	112
	1-2-(1)
	農地法第５条第１項の規定による許可申請書
	　　　〃

	59 
	114
	1-2-(2)
	申請書の１の欄　当事者の氏名（名称）住所（所在地）等
	　　　〃

	59 
	114
	1-2-(3)
	申請書の３の欄　許可を受けようとする土地の表示等氏名
	　　　〃

	60 
	115
	1-3
	意見書　（※土地改良区意見）
	　　　〃

	61 
	116
	1-4-(1)
	農地法第　条の規定による許可申請送付意見書
	　　　〃

	63 
	118
	1-4-(2)
	農地法第　条の規定による許可申請調査及び審査表
	　　　〃

	64 
	119
	1-5-(1)
	許可指令書
	　　　〃

	65 
	120
	1-5-(2)
	不許可指令書
	　　　〃

	66 
	121
	1-5-(3)
	却下指令書
	　　　〃

	67 
	122
	1-5-(4)
	農地転用許可後の工事進捗（完了）状況報告について（第　回）
	　　　〃

	68 
	123
	1-7
	農地法第４条処理一覧表
	　　　〃

	68 
	123
	1-8
	農地法第５条処理一覧表
	　　　〃

	69 
	124
	1-9
	農地法第４・５条の規定による許可（不許可）指令書について
	　　　〃

	69 
	124
	1-11
	農地転用許可申請整理簿
	　　　〃

	70 
	125
	1-12-(1)
	農地法第４条審査表
	　　　〃

	71 
	126
	-
	審査表（別紙）
	　　　〃

	72 
	127
	1-13
	農業を営む者の証明願
	　　　〃

	73 
	128
	1-14
	農地法附則第２項第　号に基づく協議に係る事案の概要書
	　　　〃

	75 
	152
	2-1
	催告書
	許可後の転用事業促進

	76 
	153
	2-2
	通知書
	　　　〃

	77 
	157
	3-1
	農地法第４・５条の規定による許可後の事業計画変更申請書
	許可後（事業完了前）の事業計画変更

	78 
	158
	3-2
	農地法第５条の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請書
	　　　〃

	79 
	159
	3-3
	農地法第　条の規定による許可後の事業計画変更申請書（一時転用）
	　　　〃

	80 
	160
	3-4
	農地転用許可後の計画変更申請整理簿
	　　　〃

	81 
	161
	3-5
	農地法第４・５条の規定による許可後の事業計画変更申請に係る意見書
	　　　〃

	82 
	162
	3-6
	農地法第　条の許可後の計画変更について
	　　　〃

	83 
	163
	3-7
	農地法第　条の許可後の計画変更について（※一時転用関係）
	　　　〃

	84 
	164
	3-8
	農地法第　条の許可後の計画変更について（※不承認）
	　　　〃

	85 
	167
	4-1
	農地法第４条第８項の規定による協議書
	　　　〃

	86 
	168
	4-2
	農地法第５条第４項の規定による協議書
	　　　〃

	88 
	170
	4-3
	法定協議事前調整申出書
	　　　〃

	90 
	172
	4-4
	農地法第４条第８項（第５条第４項）の規定に基づく協議について（回答）
	　　　〃

	91 
	173
	4-5
	農地法第４条第８項（第５条第４項）の規定に基づく協議に関する事前調整について（回答）
	　　　〃

	92 
	180
	様式第1号
	事業計画書
	農地埋立（一時転用）

	94 
	181
	様式第2号
	作付け計画書
	　　　〃

	95 
	182
	様式第3号
	土砂等の発生・埋立等のフローシート
	　　　〃

	96 
	183
	様式第4号の1
	発生土証明書
	　　　〃

	97 
	184
	様式第4号の2
	土砂搬出同意書
	　　　〃

	98 
	185
	様式第5号
	事業進捗（完了）状況報告書
	　　　〃

	99 
	186
	様式第6号
	現地調査報告書
	　　　〃

	100 
	187
	様式第7号
	農地改良協議書
	農地埋立（農地改良協議）

	101 
	188
	様式第8号
	農地改良計画書
	　　　〃

	102 
	189
	様式第8号の2
	農地改良フローシート
	　　　〃

	103 
	190
	様式第8号の3
	農地改良協議に対する同意（不同意）について（通知）　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　〃

	104 
	191
	様式第9号
	農地改良同意済標識
	　　　〃

	105 
	192
	様式第10号
	事業完了届
	　　　〃

	106 
	193
	様式第11号
	〇〇〇〇事業届出書
	農地埋立（畜産関係事業届出）

	107 
	194
	様式第12号
	〇〇〇〇事業届出済標識
	　　　〃

	108 
	188
	様式第13号
	〇〇〇〇事業完了届
	　　　〃

	109
	201
	様式１
	農地改良協議整理簿
	農地埋立（農地改良協議）

	110
	202
	様式２
	農地改良協議状況報告書
	　　　〃

	111
	203
	様式３
	農地の埋立等に係る違反転用事案報告書
	農地埋立（違反報告）

	112
	206
	－
	農地法第　　条の規定による許可後の事業計画変更申請書（一時転用）※転用期間以外
	

	113 
	219
	様式第1号
	農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する農用地区域内における農地等の一時転用許可申請に係る意見書
	農地等の一時転用に係る許可の取扱い（国通知）

	114 
	220
	様式第2号
	事業完了報告書
	　　　〃

	115 
	221
	様式第3号
	現地調査報告書
	　　　〃

	116
	226
	様式1-4-(1)
	農地法第　　条の規定による許可申請送付意見書
	農業振興地域の農用地区域からの除外を伴う農地転用許可申請の取扱い

	118
	227
	様式1-4-(2)
	農地法第　　条の規定による許可申請調査及び審査表
	　　　〃

	119
	228
	参考様式(3)
	農地法第４条諮問
	　　　〃

	119
	228
	参考様式(4)
	農地法第５条諮問
	　　　〃

	120 
	249
	別紙様式例
第1号
	営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農計画書
	営農型太陽光発電関係

	126 
	255
	別紙様式例
第2号
	営農型太陽光発電設備の設置による下部の農地における営農への影響の見込み
	　　　〃

	128 
	257
	別紙様式例
第3号
	下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有する者の意見書
	　　　〃

	130 
	258
	別紙様式例
第4号
	申請に係る市町村で栽培されていない農作物又は生育に時間を要する作物を栽培する場合における栽培理由書
	　　　〃

	131 
	260
	別紙様式例
第5号
	営農型太陽光発電設備の撤去費用を負担することの誓約書
	　　　〃

	132 
	261
	別紙様式例
第6号
	下部農地の栽培実績書及び収支報告書の提出に係る誓約書
	　　　〃

	133 
	262
	別紙様式例
第7号
	営農型太陽光発電設備の改築に係る報告
	　　　〃

	134 
	263
	別紙様式例
第8号
	営農型太陽光発電による発電事業の廃止に係る報告
	　　　〃

	135 
	264
	別紙様式例
第9号
	営農型太陽光発電事業の承継に係る報告
	　　　〃

	136 
	265
	別紙様式例
第10号
	栽培実績書
	　　　〃

	140 
	269
	別紙様式例
第11号
	収支報告書
	　　　〃

	142 
	271
	別紙様式例
第12号
	農地法における違反事案についての情報提供（通知）
	　　　〃

	143
	276
	様式第１号
	盛土等に関する確認書
	農地等における盛土等

	144
	277
	様式第２号
	盛土等計画書
	　　　〃

	145
	278
	様式第３号
	現地調査報告書
	　　　〃

	146
	279
	様式第４号
	違反盛土等報告書
	　　　〃

	147
	280
	様式第５号
	違反盛土等発見報告書
	　　　〃

	148 
	283
	参考様式(1)
	〇〇諮問第　　号（※農地法第４条の規定による）
	転用申請に伴う常設審議委員会への諮問

	148 
	283
	参考様式(2)
	〇〇諮問第　　号（※農地法第５条の規定による）
	　　　〃

	149 
	284
	参考様式(3)
	（農地法第４条諮問）
	　　　〃

	149 
	284
	参考様式(4)
	（農地法第５条諮問）
	　　　〃




[bookmark: _第１_許可申請の取扱要領][bookmark: _１_各条共通事項][bookmark: _３_農地等の転用（法第４条・第５条）][bookmark: _第２_農地等転用届出（市街化区域）]様式第２－１号
農地法第４条第１項第７号の規定による農地転用届出書
（元号）　　年　　月　　日　　
　○○農業委員会会長　殿
届出者　氏名　　　　　　　　　　

　下記によって農地を転用したいので、農地法第４条第１項第７号の規定によって届け出ます。

記

	１　届出者の住所等、職業
	住　　　所

	
	

	２　土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地　　目
	面　積
（㎡）
	土地所有者
	耕作（利用）者

	
	
	
	登記簿
	現　況
	
	氏　名
	住　所
	氏　名
	住　所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	     筆       ㎡（田　　筆　　㎡、畑　　筆　　　㎡）

	３　転用計画
	転用の目的
	

	
	転用の時期
	工事着工時期
	

	
	
	工事完了時期
	

	
	転用の目的に係る事業又は施設の概要
	


	４　転用することによって生ずる付近の農地、作
物、家畜等の被害の防除施設の概要

	






	５　添付書類、その他の参考となるべき事項
	(1)　土地の位置を示す図面
(2)　土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る）
(3)　登記名義人と届出者が異なる場合は真正な権利者であることを証する書面
(4)　届出農地が賃貸借の目的となっている場合には当該賃貸借が解約されたことを証する書面等


（記載要領）
１　当事者が法人である場合は、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地を、それぞれ記載してください。
２　「転用の目的に係る事業又は施設の概要」欄には、事業又は施設の種類、数量及び面積、その事業又は施設に係る取水又は排水施設等について具体的に記入してください。

様式第２－２号
農地法第５条第１項第６号の規定による農地転用届出書

（元号）　　年　　月　　日　　　
　　○○農業委員会会長　殿
譲受人　氏名   　　　　　　　　　　　
譲渡人　氏名　　　　　　　　　　　

　下記によって転用のため農地（採草放牧地）の権利を設定し、移転したいので、農地法第５条第１項第６号の規定によって届け出ます。
	１　当事者の
住所等
	当事者の別
	氏　　　名
	住　　　　　所

	
	譲　受　人
	
	

	
	譲　渡　人
	
	

	２　土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地目
	面積
（㎡）
	 土地の所有者
	耕　作　者

	
	
	
	登記簿
	現況
	
	氏名
	住所
	氏名
	住所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	     計
	    筆    ㎡
（田　筆　 ㎡　畑　筆　㎡　採草放牧地　筆　㎡）

	３　権利を設定、移転しようとする契約の内容
	権利の種類
	権利の設定、
移転の別
	権利の設定、
移転の時期
	権利の存続期間
	その他

	
	
	
	
	
	

	４　転用計画
	転用の目的
	


	
	転用の時期
	工事着工時期
	

	
	
	工事完了時期
	

	
	転用の目的に係る事業又は施設の概要
	


	５　転用することによって生ずる付近の農地、作物等の被害の防除施設の概要
	


（記載要領）
１　当事者が法人である場合は、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地を、それぞれ記載してください。
２　譲渡人が２人以上である場合には、届出書の差出人は「譲受人何某」、及び「譲渡人何某外何名」とし、届出書の１及び２の欄には「別紙記載のとおり」と記載して申請できるものとします。この場合の別紙の様式は、様式第２－３号のとおりとします。
３　「転用の目的に係る事業又は施設の概要」欄には、事業又は施設の種類、数量及び面積、その事業又は施設に係る取水又は排水施設等について具体的に記入してください。


様式第２－３号

届出書１の欄　届出当事者の氏名、住所等及び職業
	当事者の別
	氏　　　　　名
	住　　　　　　所

	譲　受　人
（借受人）
	
	

	譲　渡　人
（貸付人）
	
	

	〃
	
	

	〃
	
	

	〃
	
	




届出書２の欄　届け出ようとする土地の所在等
	
譲渡人の氏名

	
所　　在

	
地　番

	地　　目
	
面　　積
（㎡）
	土地所有者
	耕作者

	
	
	
	登記簿
	現況
	
	氏　名
	住　所
	氏名
	住　所

	
	
	
	
	
	          
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　計　　　筆　　　　　　　㎡　（田　　　　　㎡、畑　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　　㎡）


（記載要領）　本表は、譲渡人の順に名寄せして記載してください。



様式第２－４号
農地転用届出整理簿
	受付番号
	受付年月日
	届出者氏名
	土地の表示
	委員会審議年月日
	受理（不受理）月日
	交付年月日
	備考

	
	
	譲受人（借受人）
	譲渡人(貸付人)
	大字
	字
	地番
	地目
	面積（㎡）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



様式第２－５号
受　　理　　通　　知　　書

○○農委発　番　　　　号　　
(元号)　　年　　月　　日　　
届出者名                     殿  

○○農業委員会会長　氏名　　　　印　　

（元号）　年　　月　　日付けで届出書の提出があった農地法第４条第１項第７号（第５条第１項第６号）の規定による届出についてはこれを受理し、（元号）　　年　　月　　日にその効力が生じたので、農地法施行令第３条第２項（第10条第２項）の規定により通知します。

	１　届出者の氏名、住所
	氏　　名
	住　　　　　所

	
	              　
	

	２　土地の所在、地番、地目及び面積並びに権利の種類及び設定又は移転の別
	土地の所在
	地　番
	地　　目
	面　　積
（㎡）

	
	
	
	登記簿
	現　況
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	権利の種類及び設定又は移転の別
	


	３　届出書が到達した日
	



	４　届出に係る転用の
　目的
	






（記載注意）
１　届出者が法人である場合には、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地をそれぞれ記載する。
２　届出の効力発生日は、届出書が到達した日であるので、その日付けを記入する。

様式第２－６号
不受理通知書

○○農委発　番　　　　号　　
(元号)　　年　　月　　日　　
                   殿

○○農業委員会会長　氏名　　　　印　　

（元号）　年　　月　　日付けで提出のありました農地法第４条第１項第８号（第５条第１項第７号）の規定による届出については、次の理由により受理できません。よって、農地法施行令第３条第２項（第10条第２項）の規定により通知します。

受理できない理由
(1)　届出に係る農地（採草放牧地）は、市街化区域外である。
(2)　届出に係る農地等につきなんらの権原も有していない。
(3)　届出に添付すべき書類の添付がない。

（教示）
１　この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２第１項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、茨城県知事に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
また、この処分に対する不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、農地法第５３条第２項の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に公害等調整委員会に裁定申請書（鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律（昭和２５年法律第２９２号）第２５条の２第２項各号に掲げる事項を記載しなければなりません｡）正副２通を提出して裁定の申請をすることができます。
２　この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、市町村を被告として（訴訟において市町村を代表する者は農業委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。）ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。


様式第２－８号


農地法第４条第１項第８号の規定による農地転用の届出通知書

（元号）　　年　　月　　日

· ○土地改良区理事長　殿
· ○農業委員会会長　氏名　　　印


　下記の土地改良区の受益地である土地について、農地転用を行う旨の届出がなされたので通知します。

記

	１　届出者の氏名等
	氏　　名
	住　　　　　所

	
	              　
	

	２　土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地　　目
	面積
	土地の所有者
	耕作（利用）者

	
	
	
	登記簿
	現　況
	（㎡）
	氏名
	住所
	氏名
	住所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３　届出書の提出年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	４　転用の時期又は権利の設定・移転の時期
	（元号）　　年　　月　　日頃  （　転用　　設定　　移転　）

	５　転用の目的
	



（注）土地の所在・地目・面積、転用の時期又は権利の設定移転の時期については必ず記入すること。

様式第２－９号


農地法第５条第１項第７号の規定による農地転用の届出通知書

（元号）　　年　　月　　日

· ○土地改良区理事長　殿
· ○農業委員会会長　氏名　　　印


下記の土地改良区の受益地である土地について、農地転用を行う旨の届出がなされたので通知します。

記

	１　当事者の氏名等
	当事者
	氏  名
	住　　　　　所

	
	譲受人
（借受人）
	
	

	
	譲渡人
（貸付人）
	
	

	２　土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地　　目
	面積
	土地の所有者
	耕作（利用）者

	
	
	
	登記簿
	現　況
	（㎡）
	氏名
	住所
	氏名
	住所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３　届出書の提出年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	４　転用の時期又は権利の設定・移転の時期
	（元号）　　年　　月　　日頃 （　転用　　設定　　移転　）

	５　転用の目的
	



（注）土地の所在・地目・面積、転用の時期又は権利の設定移転の時期については必ず記入すること。


[bookmark: _第３_買受適格証明願の取扱い]様式第３－１号(転用関係)

買受適格証明願

○○農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

住所
願出人
氏名（名称）　　　　　　　　　　　　

農地法第　　条第　　項第　　号による転用許可を要する下記農地の（競売・公売）に参加したいので買受人として適格であることを証明願います。

（元号）　　年　　月　　日

記

１　競売に付される土地の所有者の住所、氏名（名称）

２　競売によって所有権を取得しようとする土地（願出地）の表示等
	市町村
	大字
	字
	地番
	登記地目
	面積（㎡）
	耕作者氏名

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



３　願出地における転用目的（用途）

４　願出地を転用する理由及び必要性についての詳細

５　願出地を転用する場合に必要な資格、資金計画等の詳細

６　願出地を転用する場合に必要な他法令又は条例の適用の有無及び協議状況

７　その他参考となる事項
競売の期日　　(元号)　　年　　月　　日から(元号)　　年　　月　　日まで




様式第３－２号

買受適格証明願に係る意見書

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　氏　名　　印


	１　願出人（氏名又は名称）



	２　本案決定のあった委員会開催月日及び賛否の数
　　（元号）　　年　　月　　日　　　　　　　賛成　　　　　　　反対

	３　意見
　　　結論

　　　理由



	４　反対意見の要旨




	５　願出人の世帯状況
　
	氏名
	自作
	借入
	計
	貸付地
	世帯員
従業者
	農外収入
	備考

	
	田
	畑
	田
	畑
	田
	畑
	田
	畑
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

家族
人
従農　　　
　人
	
	




	
６　競売の原因、内容及び金額

７　債権者の住所、氏名（名称）及び職業

８　競売期日
　　（元号）　　年　　月　　日

９　その他参考となる事項





様式第３－３号

買受適格証明願整理簿

	受理番号
	提出月日
	願出月日
	願出人住所・
氏名（名称）
	所有者住所・
氏名（名称）
	願出土地
	処理
	発送月日
	

	
	
	
	
	
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	処理
	月日
	番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




様式第３－４号

記号　第　　　　　　　　号
（元号）　　年　　月　　日

殿

○○農業委員会会長　氏　名　　　印　
（茨城県知事　氏　名　　　印）

買受適格証明不交付通知書

　（元号）　　年　　月　　日付けで願出のあった買受適格証明は、下記の理由により交付できないので通知する。

記

理由


[bookmark: _第４_制限除外の農地移動届の取扱い]様式第４－１号

制限除外の農地の移動届

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿
住所
届出人　　　　　　　　
氏名


下記農地（採草放牧地）を下記目的のために転用したいので届け出ます。

記

１　転用目的
２　権利の設定、移転の概要
３　制限除外の根拠条項
４　その他参考となる事項

転用する（権利移動する）土地の表示等
	所在
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	所有者氏名
	耕作者氏名
	備考

	市町村
	大字
	字
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	田
筆　㎡
	畑
筆　㎡
	計
筆　㎡
	採草放牧地
筆　㎡




様式第４－２号

制限除外整理簿

	受理
番号
	受理
月日
	届出
月日
	届出人
（事業計画者）
	土地の所在
	届出面積
（㎡）
	転用目的
	備考

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	畑
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様式第４－３号

事　業　計　画　書

年　月　日                       
事業者名                         


１　事業の名称

２　事業の目的

３　事業計画の概要

４　計画地の概要
　（１）所在

　（２）面積（ha）
	田
	畑
	小計
	採草放牧地
	その他
	合計

	
	
	
	
	
	



５　計画に係る土地改良事業の状況
　（１）事業主体

　（２）施行面積

　（３）事業の種類

　（４）施行の時期

　（５）計画地に関係する面積

　（６）土地改良区との調整状況


６　計画に係る農業振興地域整備計画との調整状況


[bookmark: _第６_許可申請取下願（法第４条・第５条）]様式第５－１号

農地法第　　条の規定による許可申請の取下願

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）
（願出人＊）
（譲受人・借受人）
住所(所在地)

氏名(名称)

（譲渡人・貸付人）
住所(所在地)

氏名(名称)


（元号）　　年　　月　　日付けで提出した下記土地に係る許可申請は取下げます。

記
１　土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積（㎡）
	備考

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



２　理由


３　その他



＊　農地法第４条の場合は、譲渡人欄に記入すること。

様式第５－２号

記号　第　　　　　　　　号
（元号）　　年　　月　　日

（願出人＊）
（譲受人・借受人）
住所(所在地)
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
（譲渡人・貸付人）
住所(所在地)
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

○○農業委員会会長　　氏　名　　印　　
（茨城県知事　　氏　名　　印）　

農地法第　　条の規定による許可申請の取下げについて

（元号）　　年　　月　　日付けで提出された下記土地に係る許可申請について、（元号）　　年　　月　　日付けで提出された取下願は、（元号）　　年　　月　　日付けで受理したから通知する。

記
土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積（㎡）
	備考

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	




＊　農地法第４条の場合は、譲渡人欄に記入すること。

様式第５－３号

○○指令第　　　　　　号

申請人　　(住所)
　　　　　(氏名)(名称)


（元号）　　年　　月　　日付けの農地法第　　条第１項の規定による申請は、下記により却下する。

（元号）　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　　氏　名　　印
（茨城県知事　　氏　名　　印）


記


１　申請を却下する土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積（㎡）
	備考

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



２　用途

３　却下理由

（元号）　　年　　月　　日付けで申請人○○○○より許可申請の取下げがあり、農地法施行規則第10条第１項（準用条項を含む。）の申請要件を欠くこととなったため。

（教示）
(教示文は、第15行政不服審査法関係を参照)


[bookmark: _第７_許可（届出受理）証明]様式第６－１号

農地法第４・５条第１項の規定による許可の証明願

（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

住所
願出人
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号をもって許可を受けましたが、許可指令書

紛失
を　　　　したので、下記のとおり許可があったことを証明してください。
棄損

記
１　許可を受けた者の氏名、住所（許可指令書に記載されたもの）
	
	氏　　名
	住　　所

	譲受人（借受人）
	
	

	譲渡人（貸付人）
	
	


（４条にあっては譲受人欄に記載し、譲渡人欄を－線により抹消）

２　許可を受けた土地（許可指令書に記載されたもの）
	所　在
	地　番
	地　目
	面　積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　許可を受けた転用目的

４　許可を受けた権利の設定又は移転の別

５　許可に付された条件

６　証明を必要とする理由



	
（証明庁記載欄）
記号　第　　　号
　　　　　願いのとおり証明する。
（元号）　　年　　月　　日
〇〇農業委員会会長　　　氏　　　名　　印
（茨城県知事　　　氏　　　名　　印）




様式第６－２号

農地法第　条第　項第　号の規定による届出受理の証明願

（元号）　　年　　月　　日

· ○農業委員会会長　殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　
願出人　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号をもって届出を受理されましたが、受理通

紛失
知書を　　　　したので、下記のとおり届出が受理されたことを証明してください。
棄損

記
１　届出人の氏名、住所（届出受理通知書に記載されたもの）
	
	氏　　名
	住　　所

	譲受人（借受人）
	
	

	譲渡人（貸付人）
	
	


（４条にあっては譲受人欄に記載し、譲渡人欄を－線により抹消）

２　届出に係る土地（届出受理通知書に記載されたもの）
	所　在
	地　番
	地　目
	面　積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



３　届出に係る転用の目的

４　届出に係る権利の設定又は移転の別

５　証明を必要とする理由


	
（証明庁記載欄）
記号　第　　　号
　　　　　願いのとおり証明する。
（元号）　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　氏　名　　印




様式第６－３号

農地法第　条第１項の規定による許可を取消されていないことの証明願

（元号）　　年　　月　　日

· ○農業委員会会長　殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　
願出人　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記の土地について、（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号をもって許可を受けましたが、当該許可が取消されていないことを証明してください。 

記
１　許可を受けた者の氏名、住所（許可指令書に記載されたもの）
	
	氏　　名
	住　　所

	譲受人（借受人）
	
	

	譲渡人（貸付人）
	
	


（４条にあっては譲受人欄に記載し、譲渡人欄を－線により抹消）

２　許可に係る土地（許可指令書に記載されたもの）
	所　在
	地　番
	地　目
	面　積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



３　許可を受けた転用目的

４　証明を必要とする理由

５　添付書類　　許可指令書


	
（証明庁記載欄）
記号　第　　　号
　　　　　願いのとおり証明する。
（元号）　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　氏　名　　印



様式第６－４号

農地法第　条第１項の規定による許可があったこと及び
許可を取消していないことの証明願

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

住所　　　　　　　　　　　　　　　
願出人　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記の土地について、（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号をもって許可を受け

紛失
ましたが、指令書を　　　　したので、下記のとおり許可があったこと及び当該許可を取消してい
棄損

ないことを証明してください。

記
１　許可を受けた者の氏名、住所（許可指令書に記載されたもの）
	
	氏　　名
	住　　所

	譲受人（借受人）
	
	

	譲渡人（貸付人）
	
	


（４条にあっては譲受人欄に記載し、譲渡人欄を－線により抹消）

２　許可に係る土地（許可指令書に記載されたもの）
	所　在
	地　番
	地　目
	面　積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　許可を受けた転用目的

４　許可を受けた権利の設定又は移転の別

５　証明を必要とする理由



	
（証明庁記載欄）
記号　第　　　号
　　　　　願出のとおり許可したことに相違なく、また取消していないことを証明する。
（元号）　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　　　氏　　　名　　印　　
（茨城県知事　　　氏　　　名　　印）　






様式第６－５号
許可（届出受理）及び取消されていない旨の証明願整理簿
	４・５条の別
	許可・届出の別
	願出人
	許可・届出受理年月日番号
	証明の別
	受　付
年月日
	送　付
年月日
	証　明
年月日
	交　付
年月日
	特記すべき証明事項
	備　考

	
	
	譲受人
（借受人）
	譲渡人
（貸付人）
	
	許可（届出受理）
	取消されていない証明
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


特記すべき証明事項欄は必要がある場合のみ記載

[bookmark: _第８_許可申請書記載事項の変更願]様式第７－１号
農地法第　　条の規定による許可申請書記載事項変更願

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿
(茨城県知事　　　　　殿)

住所
譲受人　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（借受人）

住所
譲渡人　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（貸付人）

(元号)　　年　　月　　日付けで提出した許可申請書の記載事項を下記のとおり変更願います。

１　許可を受けようとする土地の表示及び転用目的
	土地の表示
（地目・面積を含む）
	

	転用目的
	



２　変更を要する箇所
	変更前
	

	変更後
	



３　変更を要する理由


４　添付書類


[bookmark: _第９_許可指令書の訂正願]様式第８－１号
農地法第　　条の規定による許可指令書の訂正願

（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿
(茨城県知事　　　　　殿)

住所
願出人
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

(元号)　　年　　月　　日付け　　　指令第　　　号をもって許可を受けましたが、下記のとおり訂正を要する箇所がありますので許可指令書を訂正願います。

記

１　許可を受けた者の氏名、住所（許可指令書に記載されたもの）
	
	氏名
	住所

	譲受人
（借受人）
	
	

	譲渡人
（貸付人)
	
	



２　訂正を要する箇所
	正
	

	誤
	



３　添付書類
訂正をするために必要な書類（　　　　　　　　　　　　　　　）　１通
許可指令書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通



様式第８－２号
許可指令書訂正事項整理簿

	４・５条の別
	譲受人
（借受人）
	譲渡人
（貸付人）
	許　可
年月日
指令番号
	受付年月日
	送付年月日
	訂正年月日
	交付年月日
	訂正事項
	受領印
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _第１０_許可申請書の補正]様式第９―１号

記号　第　　　　　　　号
(元号)　　年　　月　　日

（申　請　者）　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○農業委員会会長　印
（茨城県農林水産部長　印）

農地法第　　条第１項の規定に基づく許可申請に係る不備書類等の補正に
ついて（催告）

（元号）　　年　　月　　日付けで申請された下記の土地に係る農地転用許可申請は、
書類不備
関係法令等未申請

のため処分が保留されておりますので、速やかに下記事項を補正の上、

提出してください。
なお、この催告から３か月を経過しても、不備書類等の補正がされないときは、当該許可申請を却下（不許可）とする場合もありますので了承願います。

記

１　土地の表示


２　申請目的


３　不備書類及び関係法令申請書写し等の補正事項
(1)
(2)

※　知事処分の場合にあっては、上記本文に「所轄農業委員会を経由の上、」を追加する。


[bookmark: _第１１_現況確認証明]様式第10－１号（非農地証明）
（元号）　　年　　月　　日
証　明　願

○○農業委員会会長　殿

住所
願出人
氏名

　下記土地については、農地法第２条の農地でないことを証明願います。

１　土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	登記簿地目
	面積
（㎡）
	所有者
	利用状況及び
経過年数

	
	
	
	
	
	
	
	


２　現在の利用状況

３　非農地となった時期及び証明を必要とする理由


添付書面等
　ア　非農地となったことが客観的に証明できる公的証明等（家屋登記事項証明書、課税証明等）
イ　現況写真
ウ　土地登記事項証明書（全部事項証明書に限る）
エ　願出書土地の公図の写し
オ　必要に応じ、航空写真、建物の登記事項証明書（申請地に建物がある場合。）等の公的機関が発行した書面等、非農地となっている現況及びその時点が確認可能なもの

	（奥　書　き　証　明）

　記号第　　　号
　　上記願出のとおり農地法第２条の農地でないことを証明する。
(元号)　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　氏　名　　印
注：証明願の末尾に上記の奥書き証明をする。



様式第10－２号（転用事実証明）
（元号）　　年　　月　　日
証　明　願

○○農業委員会会長　殿

住所
願出人
                    氏名

　（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号により許可（届出受理）を受けた下記農地については目的どおり（　　　　　　　　　　）に転用したことを証明願います。

１　許可を受けた土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	許可の目的

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


２　証明願を必要とする理由





	（奥　書　き　証　明）

　記号第　　　号
　　上記願出のとおり（　　　　　　　）に転用されたことを証明する。
(元号)　　年　　月　　日
○○農業委員会会長　氏　名　　印
注：証明願の末尾に上記の奥書き証明をする。


※（　）内は（資材置場、駐車場、住宅用地、物置、山林等）許可の目的を記載する。




様式第10－３号

現況確認証明願整理簿

	受
付
年
月
日
	願
出
年
月
日
	願出人
	土地の表示
	許可（届出受理）
年　　月　　日
	非農地であったもの  
	昭和21年11月より
	転用目的
	調査年月日
	委員会年月日
	証明
	交付年月日
	不証明の場合の
返還年月日

	
	
	住所
	氏名
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	
	
	
	
	
	
	年月日
	番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	登記簿
	現　況
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _第１２_非農用地区城の設定を伴う土地改良事業を行う場合における農地転用]様式第11－１号

一時利用地指定通知書

第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

住所
氏名　　　　　　　　　　殿

（事業主体名及び代表者名）　

土地改良法第53条の５第１項の規定に基づき、下記により一時利用地の指定をしたので通知いたします。
なお、これにより指定された一時利用地は、換地計画の決定又は変更及び工事の施工のため変更することがありますから、念のため申し添えます。
また、この一時利用地の指定について異議があるときは、この指定のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に事業主体に対して異議の申立てができます。

記

１　一時利用地の使用収益開始（従前の土地についての使用収益停止）の日
（元号）　　年　　月　　日
２　使用収益を停止する従前の土地及びこれに代わり指定した一時利用地
別紙のとおり

※　土地改良区営の場合の様式例



（別紙）
	一時利用地の指定を受ける者の住所及び氏名又は名称
	
	

	従前の土地
	一時利用地
	

	大字
	字
	地番
	地目
	用途
	地積
	権利の種類
	大字
	字
	仮地番
	地目
	用途
	地積
	権利の種類
	他の権利者
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	所有者の用途別合計
	計
	
	
	所有者の用途別合計
	計
	
	
	
	

	耕作地計
（自作地＋借受地）
	
	
	
	耕作地計
（自作地＋借受地）
	
	
	
	
	


（注）（１）権利の種類欄には、標記の者が有する権利名（所有権、永小作権、質権、賃借権等）を記載する。
（２）一時利用欄の他の権利者欄には、標記の者が貸主であるときは借受者の氏名、また標記の者が借受者であるときは貸主の氏名を「借受者○○」のごとく記載する。
（３）備考欄には一時利用地の指定に伴う損失の補償及び利益の徴収を行う場合にその関係事項を記載する。
（４）一時利用地の仮地番が指定者の不明の場合が多いから、集落ごとに説明するか、又は事業主体の事務所に地図を備えつけてそれぞれ照合できる旨を、通知書に記載すること。
　
様式第11－２号

異種目換地指定通知書

第　　　号
（元号）　年　　月　　日

住所
氏名　　　　　　　　　　　　殿

（事業主体名及び代表者名）　

　土地改良法第53条の２第１項の規定に基づき、貴殿が（　　　　　　　　　　）を有する下記の土地を非農用地区域内に換地する土地として指定したので、通知する。

記

	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	地積（㎡）
	摘要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）（１）　本文の（　　　　）内には権利名を記載する。
（２）  記の摘要欄には、非農用地区域の位置（字名程度）等について記載する。

※　土地改良区営の場合の様式例


様式第11－３号
確　約　願
（元号）　　年　　月　　日
（事業主体名及び代表者名）殿
一時利用者
住所
氏名　　　　　　　　　　　

下記の土地は、一時利用地であるが、換地処分においても当該土地である旨の確約をしてください。
記
	所在地
	地目
	用途
	地積（㎡）
	一時利用者
	備考

	市町村
	大字
	字
	地番
	
	
	
	住所
	氏名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記の土地は、土地改良法にもとづく一時利用地として指定した土地であり、換地処分の際においても当該土地をもって処分することを確約する。
（元号）　　年　　月　　日　　　
（事業主体名及び代表者名）　　 

（注）①　所在地は仮地番であり、地目は予定地目を記入。
②　２部提出、１部事業主体の控。


様式第11－４号
証　明　願
（元号）　　年　　月　　日
（事業主体名及び代表者名）殿
取得予定者
住所
氏名　　　　　　　　　　　

下記の土地は、異種目換地予定地である旨を証明してください。
記
	所在地
	地目
	用途
	地積（㎡）
	取得予定者
	備考

	市町村
	大字
	字
	地番
	
	
	
	住所
	氏名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記の土地は、土地改良法にもとづく換地計画における異種目換地事前指定地に代わるべき土地であることを証明する。
（元号）　　年　　月　　日　　　
（事業主体名及び代表者名）　　 

（注）①　換地原案又は事業計画によって検討した場合は、「換地計画」を「換地原案」又は「事業計画」に改めること。
②　所在地は仮地番であり、地目は予定地目を記入。
③　２部提出、１部事業主体の控。




様式第11－５号
証　明　願
（元号）　　年　　月　　日
（事業主体名及び代表者名）殿
取得予定者
住所
氏名　　　　　　　　　　　

下記の土地は、土地改良事業○○地区○○区の創設換地予定地であり、私がその取得予定者である旨等を証明してください。
記
	所在地
	地目
	用途
	地積
（㎡）
	取得予定者
	備考

	市町村
	大字
	字
	地番
	
	
	
	住所
	氏名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


上記の土地は、土地改良法にもとづく換地計画に定められた非農用地区域の用途及び取得予定者であることを証明する。
（元号）　　年　　月　　日　　　
（事業主体名及び代表者名）　　  

（注）①　換地原案又は事業計画によって検討した場合は、「換地計画」を「換地原案」又は「事業計画」に改めること。
②　所在地は仮地番であり、地目は予定地目を記入。
③　２部提出、１部事業主体の控。


様式第11－６号
証　明　書

下記の土地は、土地改良法のもとづく換地計画に定められた非農用地区域の用途及び当事業主体が取得予定者であることを証明する。
記
	所在地
	地目
	用途
	地積
（㎡）
	取得予定者
	備考

	市町村
	大字
	字
	地番
	
	
	
	住所
	氏名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（元号）　　年　　月　　日
（事業主体名及び代表者名）　　

（注）①　換地原案又は事業計画によって検討した場合は、「換地計画」を「換地原案」又は「事業計画」に改めること。
②　所在地は仮地番であり、地目は予定地目を記入。


[bookmark: _第１３_許可処分取消願（法第４条・第５条）]様式第12－１号

[bookmark: _Hlk180506919]農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討を求める申出書

年　月　日

　○○市町村長
　　　　　　　　　　　殿
　○○農業委員会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申出者　氏名

　地域計画の区域内において、下記により農業用施設を設置したいので、農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当し、農地転用許可及び農用地区域内における開発許可を要しないこととしてよいかについて検討をお願いしたくその旨を申し出ます。
　また、当該農業用施設を地域計画に記載するために必要な手続についても併せてお願いします。


記




[bookmark: _Hlk181713208]（記載要領）
[bookmark: _Hlk180508069]１　権利を設定又は移転して転用する場合は　　　部分を追記し、また、農用地区域内の農地である場合は　　　部分を追記してください。その他、権利を設定又は移転して農地を転用する場合かつ農用地区域内である場合は、　　　部分の「及び」は「並びに」変更して記載してください。
２　農業用施設を設置する者（＝申出者）が法人である場合には、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地を、それぞれ記載してください。
３　「市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別」欄には、申請に係る土地が都市計画法 による市街化区域、市街化調整区域又はこれら以外の区域のいずれに含まれているかを記載してください。
４　「農業用施設の名称」欄には、農業経営基盤強化促進法施行規則第13条の２各号に規定する農業用施設を記載するとともに、（　）内に該当する号・番号を記載してください。
[bookmark: _Hlk180519854]５　「権利を設定又は移転して転用する場合の契約の内容」欄については、権利を設定又は移転して転用する場合に記載してください。


様式第12－２号

検　討　結　果　通　知　書

　申出者名

番　　　　　　号
年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長
○○農業委員会会長

　○○年○○月○○日付けをもって提出があった農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討を求める申出書について検討した結果、当該規定に該当していることを認め、農地法第４条第１項及び農地法第５条第１項及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律第15条の２第１項の規定による許可を要しないことを通知します。
当該農業用施設の利用を通じて、地域計画の達成に資するよう特段のご尽力をお願いします。

	１　農業用施設を設置する者の氏名等
	氏　名
	住　所

	
	

	

	２　転用に係る土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地　目
	面　積

	
	
	
	登記簿
	現　況
	

	
	

	
	
	
	㎡

	
	権利の種類及び設定又は移転の別
	

	３　転用に係る農業用施設の名称
	

（農業経営基盤強化促進法施行規則第13条の２該当箇所：　号　）



（ご留意いただきたい事項）
１　都市計画法に基づく開発許可その他の法令に基づく許認可が必要となる場合がありますので、確認の上事業を進めてください。
２　申出書の記載と異なる転用事業を行った場合、周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがないことを認めていないため、当該規定に係る許可不要の適用外となり、農地法第51条第１項及び農業振興地域の整備に関する法律第15条の３に基づく原状回復等の措置命令の対象となります。
　　　中止する場合も含めて計画どおりに転用事業を行うことが困難となった場合は、速やかに農業委員会（市町村）に申し出て必要な指示を受けてください。
　３　転用事業が完了したときは、その旨を農業委員会（市町村）にご連絡願います。

（記載要領）
　権利を設定又は移転して転用する場合は　　　部分を追記し、また、農用地区域内の農地である場合は　　　部分を追記してください。

様式第12－３号

農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討結果に対する意見聴取について

年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

　○○都道府県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　
                                                      ○○市町村長
○○農業委員会会長


　別添のとおり、○○年○○月○○日付けで農地法施行規則第29条第４号及び第53条第４号及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律施行規則第37条第２号の規定に該当するか否かの検討を求める申出書の提出があり、検討の結果、当該規定に該当していることを認め、農地法第４条第１項及び農地法第５条第１項及び（並びに）農業振興地域の整備に関する法律第第15条の２第１項の規定による許可を要しないものと判断されますので、この適否について意見を伺います。


（記載要領）
　権利を設定又は移転して転用する場合は　　　部分を追記し、また、農用地区域内の農地である場合は　　　部分を追記してください。





様式第13－１号
農地法第　　条の規定による許可の取消願

（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

（願出人＊）
（譲受人・借受人）
住所(所在地)　　
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　
（譲渡人・貸付人）
住所(所在地)
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　

　（元号）　　年　　月　　日付けであった下記土地に係る許可を取消願います。

記
１　土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	備考

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



２　理由



３　許可処分の取消しを受けようとする土地の利用状況及び今後の土地利用計画



（添付書類）
　１　農地転用許可書
　２　土地登記事項証明書



様式第13－２号

記号　第　　　　　　　　号
（元号）　　年　　月　　日

（願出人＊）
（譲受人・借受人）
住所(所在地)　
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
（譲渡人・貸付人）
住所(所在地)　
氏名(名称)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　

〇〇農業委員会会長　　氏　名　　印　　
（茨城県知事　　氏　名　　印　）

農地法第　　条の規定による許可の取消について

　（元号）　　年　　月　　日付けであった下記土地に係る許可について、（元号）　　年　　月　　日付けで提出された取消願により、これを取消す。

記
土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積（㎡）
	備考

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



＊　農地法第４条の場合は、譲渡人欄に記入すること。


様式第13－３号

記号　第　　　　　　　　号　　
（元号）　　年　　月　　日　　

　　　○○農業委員会長　殿

茨城県農林水産部長　　　　　　

農地法第　　条の規定による許可の取消について

（元号）　年　月　日付け記号第　　号により許可をした標記のことについて、（元号）　年　月　日
付け記号第　　号により取消をしましたので通知します。

※　様式第13－２号の写しを添付する。



[bookmark: _第１８_違反転用に対する処分等（法第５１条）]様式第14－１号
違反転用事案報告書

（元号）　　年　　月　　日

茨城県知事　　殿

○○農業委員会会長　氏　名　　 

　農地法第51条第１項第　　号に該当する事案が発生したので、次のとおり報告する。
	調査年月日
	(元号)　年　　月　　日
	違反転用発生年月日
	(元号)　年　　月　　日

	１内容
	

	２土地の所在等
	土地の所在
	地番
	地　目
	面積
（㎡）

	
	
	
	登記簿
	現況
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３　違反転用者関連
	区分
	氏名又は名称
	住　所
	職業
	備考

	
	土地所有者
	
	
	
	

	
	違反転用者
	
	
	
	

	
	一般承継人
	
	
	
	

	
	工事請負人
	
	
	
	

	
	工事下請人
	
	
	
	

	４　転用許可処分の内容
	許可年月日
	

	
	許可権者
	

	
	許可に係る
転用目的
	

	
	許可に付した条件
	

	
	許可を受けた転用事業者の氏名、住所及び職業
	氏　　　名
	住　　　　所
	職　　　業

	
	
	
	
	


裏面につづく

(裏面)
	５違反転用に至るまでの経過
	

	６付近の農林水産業又は生活環境への被害の状況
	

	７他法令の許可状況
	

	８土地利用計画関連
	ア　都市計画区域　（□内・□外）　　　　　　イ　用途区域　　（種類：　　　　　　　　　）
ウ　市街化調整区域（□内・□外）　　　　　
エ　農業振興地域　（□内・□外）　　　　　　オ　農用地区域（□内・□外）　
カ　その他の土地利用計画

	９特定地改良事業等の実施状況
	事業の種類
	事業施行者
	施行面積
	違反転用に関する面積
	施行時期

	
	
	
	
	
	

	10
のの関
内事係
容業者
聴か
取ら
	
（年月日）


（内　容）

	11
取農
っ業
た委
措員
置会
の
	
（年月日）

（相手方）

（内　容）

	12
会農
の業
意委
見員
	
現状回復・追認指導・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	12
参
考
事
項
	


(添付書類)
１　土地登記事項証明書
２　位置図及び周辺状況図

様式第14－２号
記号　　第　　　　　　号
(元号)　　年　　月　　日

土地所有者
違反転用者
一般承継人　　　氏名（名称）　殿
工事請負人
工事下請人

○○農業委員会会長　氏　名　印

農地転用違反是正について

　貴殿は、次のとおり「農地法第51条第　　号」に該当しているので、○年○月○日までに工事及びその他の行為を停止し、原状回復その他違反の是正計画及び状況を農業委員会あてに報告されたい。


	違反行為に係る土地の所在、地目、面積
	土地の所在
	地　目
	面積
（㎡）
	備考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	農地法第５１条に該当する内容その理由
	(内容)

	
	（理由）



様式第14－３号
記号　　第　　　　　　号
(元号)　　年　　月　　日

土地所有者
違反転用者
一般承継人　　　氏名（名称）　殿
工事請負人
工事下請人

〇〇農業委員会会長　氏　名　印
（茨城県知事　氏　名　印）

農地転用違反是正について

　貴殿は、次のとおり「農地法第51条第　　号」に該当しているので、○年○月○日までに工事及びその他の行為を停止されたい。（又は、原状回復その他違反を是正するために必要な措置をされたい。）
　なお、期限までにこれに応じない場合は、同条による処分（命令）をする方針である。


	違反行為に係る土地の所在、地目、面積
	土地の所在
	地　目
	面積
（㎡）
	備考

	
	
	登記簿
	現　況
	
	

	
	
	
	
	
	

	農地法第５１条に該当する内容その理由
	（内容）

	
	（理由）



様式第14－４号
記号　　第　　　　　　号
(元号)　　年　　月　　日

違反転用者又はその一般承継人
許可条件違反者氏名（名称）　殿

工事請負人又は下請人　　　　　　　　
不正な手段で許可を受けた者

〇〇農業委員会会長　氏　名　印
（茨城県知事　氏　名　印）

聴聞通知書

　農地法関係法令違反に対する行政処分につき行政手続法第13条第１項の規定による不利益処分に係る聴聞を下記により行いますので、出頭願います。
記
１　予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項
　　農地法第51条の規定による転用許可取消処分（例）

２　不利益処分の原因となる事実
　　○○郡△△町大字□□字××地内における転用許可条件に違反していること（例）

３　聴聞の期日及び場所
　　(元号)　　年　　月　　日　　　時から
　　〇〇市町村役場　△階会議室

４　聴聞に関する事務を所掌する組織の名称及び所在地
　　名　称　　　〇〇農業委員会
　　所在地　　　茨城県〇〇市（町村）〇〇町△番地
　　電　話　　　△△△－△△△－△△△△
教示　１　あなたは、聴聞の期日に出頭して意見を述べ、及び証拠書類その他の証拠物（以下、「証拠書類等」という。）を提出し、又は聴聞の期日への出頭に代えて陳述書及び証拠書類等を提出することができます。
　　　２　あなたは、聴聞が終結する時までの間、当該不利益処分の原因となる事実を証する資料の閲覧を求めることができます。
備考　その他聴聞に関しての留意事項は別紙のとおりです。

（別紙）
聴聞に関しての留意事項

１　聴聞の方法
　　
	聴聞の主宰者
	所属
職名
氏名
連絡先

	聴聞公開の有無
	



２　あなたは、聴聞につき一切の行為をすることができる代理人を選任できますので、代理人を選任する場合は、聴聞の件名、あなたの氏名・往所、代理人の氏名・住所及び当該代理人に聴聞に関するー切の行為をすることを委任する旨を明示した書面（委任状等）を〇〇農業委員会会長（茨城県知事（農業政策課扱い、以下同じ））に提出してください。

３　あなた及び代理人が、災害、病気その他のやむをえない理由により聴聞の期日に出頭できない場合には、あらかじめ理由を付した書面（聴聞期日変更申出書）により、聴聞の期日の変更を〇〇農業委員会会長（茨城県知事）に申し出ることができます。

４　当該不利益処分の原因となる事実を証する資料の閲覧を請求する場合には、聴聞の件名、閲覧請求者の氏名・住所、閲覧しようとする資料の名称又は内容を記載した書面（関係資料閲覧請求書）を、〇〇農業委員会会長（茨城県知事）に提出して承認を受けてください。

５　聴聞の期日において補佐人とともに出頭しようとする場合には、聴聞の件名、あなたの住所・氏名、補佐人の氏名・住所、あなたと補佐人の関孫及び補佐させる事項を記載した書面（補佐人出頭許可申請書）を、聴聞の期日の４日前までに聴聞の主宰者に提出し、許可を受けてください。

＊　なお、代理人委任状、聴聞期日変更申出書、関係資料開覧請求書、補佐人出頭許可申請書については、様式は特に定めておりませんので、任意の様式で所要事項を記載の上、提出してください。



様式第14－５号
記号　　第　　　　　　号
(元号)　　年　　月　　日

違反転用者又はその一般承継人
許可条件違反者氏名（名称）　殿

工事請負人又は下請人　　　　　　　　
不正な手段で許可を受けた者

〇〇農業委員会会長　氏　名　印

弁明手続通知書

　農地法関係法令違反に対する行政処分につき行政手続法第13条第１項の規定による不利益処分に係る弁明の機会を付与しますので、下記により弁明書を提出願います。

記

１　予定される不利益処分の内容及び根拠となる法令の条項
　　農地法第51条の規定による原状回復命令（例）

２　不利益処分の原因となる事実
　　　　○○郡△△町大字□□字××地内における無断転用（例）

３　弁明書の提出先及び提出期限
　　　　提出先　　〇〇農業委員会
　　　　所在地　　茨城県〇〇市（町村）〇〇町△番地
　　　　　　　　　電話　△△△－△△△－△△△△
　　　　提出期限（元号）　年　　月　　目（　）

備考　１　弁明書の提出に代えて、口頭による弁明を希望する場合は、提出期限の４日前までに〇〇農業委員会会長（茨城県知事（農業政策課扱い、以下同じ））に申し出て承認を受けてください。
　　　２　弁明するときは、証拠書類又は証拠物を提出することができます。
　　　３　弁明につき一切の行為をすることができる代理人を選任できますので、代理人を選任する場合は、弁明の件名、あなたの氏名・住所、代理人の氏名・住所及び当該代理人に弁明に関する一切の行為をすることを委任する旨を明示した書面（委任状等）を〇〇農業委員会会長（茨城県知事）に提出してください。

様式第14－６号

○○指令第　　　号
　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　『違反転用者』
　　　　　　　　　　　　　氏名（名称）

処　分　書

農地法第51条第１項の規定により次のとおり処分します。

農業委員会会長　　氏名　　印　　
（茨城県知事　氏名　　印）　

記

	処分の内容
	

	処分を行う理由
	








（教示）　（教示文は、第15行政不服審査法関係を参照）

（注）処分の内容により、文章は適宜変更すること。

様式第14－７号

○○指令第　　　号
　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　『違反転用者』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称）

命　令　書

農地法第51条第１項の規定により次のとおり措置することを命じます。

農業委員会会長　　氏名　　印　　
（茨城県知事　氏名　　印）　
記
	停止すべき行為又は講ずべき原状回復等の措置の内容
	

	原状回復等の措置の履行期限
	年　　月　　日

	命令を行う理由
	



（留意事項）
１ 原状回復等の措置の履行を完了したときは、遅滞なくその旨を書面により（農業委員会を経由して）当職あて届け出てください。
２ 原状回復等の措置の履行期限までに完了することができなかったときは、その理由及び原状回復等の措置の履行状況についての報告書を（農業委員会を経由して）当職あて提出してください。
３　原状回復等の措置の履行期限までに正当な理由がなくてこの命令に従わなかったときは、農地法第51条第３項の規定により「命令に従わなかった旨」、「命令に係る違反転用に関係する土地の所在等」、「命令に係る違反転用の内容」、「命令の内容等」、「命令を受けた者の氏名（法人の場合はその名称及び代表者の氏名）」について公表することがあります。
４ 履行期限までに原状回復等の措置を講じないとき、講じても十分でないとき、又は講ずる見込みがないときは、農地法第51条第４項の規定により原状回復等の措置の全部又は一部を当職において行うことがあります。
５ 当職において原状回復等の措置の全部又は一部を行った場合には、その費用を貴殿（御社）から徴収することがあります。
（教示）　　（教示文は、第15行政不服審査法関係を参照）
（注）処分の内容により、文章は適宜変更すること。
（記載要領）
１ 行為の停止を命ずる場合には、直ちに行為を停止するよう命ずることとなるため、「原状回復等の措置の履行期限」欄には記載する必要はない。
２ 「（留意事項）」は、原状回復等の措置を講ずる旨の命令を行う場合に記載する。
様式第14－８号

農地法第51条第３項に基づく違反転用事案に関する情報の公表について

年　　月　　日
都道府県知事又は市町村長

農地法第51条第1項により原状回復等の措置を講ずるよう命令を行った違反転用事案について、履行期限までに正当な理由がなくて当該命令に従わなかったので、同条第３項の規定によりその旨及び当該命令に係る土地の地番等について公表します。

	命令に係る違反転用に関係する土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地　目
	面　積

	
	
	
	登記簿
	現　況
	

	
	

	
	
	
	

	命令に係る違反転用の内容
	

	命令の内容等
	命令を行った日
	年　　月　　日

	
	履　行　期　限
	　　　　年　　月　　日

	
	命令を行った原状回復等の措置の内容
	

	命令を受けた者の
氏名
	



（記載要領）
　　命令を受けた者が法人である場合には、「命令を受けた者の氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を記載してください。


[bookmark: _第１９_行政不服審査の取扱い][bookmark: _９_許可指令書等の教示の様式例][bookmark: _第１_農地等の転用とは][bookmark: _１_農地転用の意義][bookmark: _２_農地等の転用の制限][bookmark: _(1)_法第４条の許可][bookmark: _(2)_法第５条の許可][bookmark: _３_転用許可が不要となる場合（法第４条第１頃，農地法施行規則（以下「規][bookmark: _第２_許可申請][bookmark: _１_許可申請者][bookmark: _２_許可権限][bookmark: _３_許可申請手続][bookmark: _４_許可申請書及び添付書類]事業経歴書（建売住宅）（農地法第４条・第５条申請書添付参考資料）

申請者　住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　事業内容等
主な事業：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
従業員数：　　　　　　　　名
２　申請地の利用計画
建築戸数：　　　　　　　　　　　
通路等の共有部分を除く面積：　　　　　　　　　㎡
駐車台数：１戸当たり　　　　台
取排水方式：給水：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
雨水処理：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
汚水処理：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
雑排水処理：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　過去３年間の建売住宅を目的とした農地転用許可済み地に係る建売住宅実績
（別表）　　　　　＊過去３年間に建売住宅目的に農地転用許可を受けた申請者の場合

	許可
年月日
	土地の所在
	転用許可面積（㎡）
	事業進捗状況
	事業進捗が当初計画より遅延している場合
1 その理由
2 今後の進捗計画

	
	
	
	許可棟数
（棟）
	建築完了棟数（棟）
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



４　本計画についてその他参考となる事項
	




　記載例　
事業経歴書（建売住宅）（農地法第４条・第５条申請書添付参考資料）

申請者　住所：　○○市○×字×△１１１１番　　　　　　
　　　　氏名：　（株）○○不動産　（代）○×　○○　　

１　事業内容等
　　　　　　　　主な事業：　不動産売買・賃貸・仲介、住宅設計・施工・管理　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　従業員数：　　　８　　　　名
２　申請地の利用計画
　　　　　　　　建築戸数：　　　７　　　　棟　　
　　　　　　　　通路等の共有部分を除く面積：　　２,７５０　　㎡
　　　　　　　　駐車台数：１戸当たり　　２　台
　　　　　　　　取排水方式：給水：　　　井戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　雨水処理：　敷地内浸透処理　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　汚水処理：　合併処理浄化槽による敷地内処理　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　雑排水処理：　　　　　　同　　　上　　　　　　　　　　　　
３　過去３年間の建売住宅を目的とした農地転用許可済み地に係る建売住宅実績
　（別表）　　　　　＊過去３年間に建売住宅目的に農地転用許可を受けた申請者の場合
　
	許可
年月日
	土地の所在
	転用許可面積（㎡）
	事業進捗状況
	事業進捗が当初計画より遅延している場合
1 その理由
2 今後の進捗計画

	
	
	
	許可棟数
（棟）
	建築完了棟数（棟）
	

	H○.○.×
	○○市○×字×△
１２３４外３筆
	1,234㎡
	４棟
	２棟
	1 詳細設計見直し等により、１棟建築中、１区画造成中。
2 （元号）○.○月までに完了予定。

	
	
	
	
	
	



４　本計画についてその他参考となる事項
	開発許可について、建築指導課担当（○○主事）と（元号）○年○月○日事前打合せ済み。





　記載例　
事業経歴書（資材置場）（農地法第４条・第５条申請書添付参考資料）

申請者　住所：　○○市○×字×△１１１１番　　　　　　
　　　　氏名：　（株）○○建設　（代）○×　○○　　　
１　事業内容等
1 主な事業：　土木建築業・舗装工事業・電気工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2 従業員数：　　　約４０名　　
3 主な支店等：　○○支店：○○市○○２２２番、○○事業所、○○市□△３４５番　　　　　
　　　　　　 ○○支店：○○市○○５６７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4 営業区域：　　旧○○・○○郡及び周辺　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5 過去１年の主な事業実績（取引相手先、工事の種類及び金額）
　　　　　　　○○市○○幼稚園　　外構・駐車場等工事　5,000千円　　　　　　　　　　
　　　　　　　○○市（株）○○本店事務所新築工事　　　36,000千円　　　　　　　　　 
6 現在の資材置場等（含む倉庫、駐車場）の場所、面積、建材の種類・数量、配置図
　　　　　　　○○市○×１１１３番　2,300㎡　山砂等50㎥　、足場材等2,000枚　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大型トラック８台、ユンボ等６台　　　 
7 新たに計画している事業拡大の内容
　　　　　　　○○市○○地区開発工事（道水路、地区センター等）等に伴う受注増　　　　
8 申請地選定の理由
　　　　　　　事業拡大を図る○○地区に近接し、土地の間口が広く大型車輌の出入りも容易
　　　　　　　な場所であるため。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　申請地の利用計画
1 申請地に置く全ての資材等の種類・数量・仕入れ先
　　　　　　　　山砂・砂利・砕石等　40ｍ３　　（有）○○建材（○○市○○）　　　　　　　
　　　　　　　　足場材等　500枚　　（自社所有）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
                大型トラック　３台、中型ユンボ２台　（自社所有）　　　　　　　　　　　
2 整地・土盛・土留め等の方法
　　　　　　　　全面砕石敷き後転圧。周囲ブロック２段積み。すりつけ処理後芝張り。　　　
3 管理方法及び使用期間
　　　　　　　　周囲をネットフェンスで囲い、門扉施錠。工事完了後○年間使用予定。　　　　　　　　　　　　　　　　
３　過去３年間の資材置場を目的とした農地転用許可済み地の利用実績
　（別表）　　　　　＊過去３年間に資材置場を目的に農地転用許可を受けた申請者の場合
	許可
年月日
	土地の所在
	転用許可
面積（㎡）
	利用状況
	利用状況が当初計画と異なる場合、その理由

	（元号）○.○.×
	○○市○×字×△
１１１３外３筆
	2,300㎡
	利用中
	


４　本計画についてその他参考となる事項
	


※配置図添付


[bookmark: _５_申請書の記載要領（法第４・５条共通）][bookmark: _６_許可申請書の処理][bookmark: _(1)_農業委員会の処理][bookmark: _(2)_知事の処理][bookmark: _７_事前審査]様式第１－１号
	農地法第４条第１項の規定による許可申請書

（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　　

　下記のとおり農地を転用したいので、農地法第４条第１項の規定により許可を申請します。
記


	１　申請者の
　住所等
	住　　所（所在地）

	
	

	２　許可を受けようとする土地の表示等
	土地の所在
	地番
	地　目
	面積（㎡）
	耕作（利用）者氏名（名称）
	市街化区域・
市街化調整区域・
その他の区域の別
	備考

	
	郡市町村大字
	字
	
	登記簿
	現況
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





	３ 転用計画
	(1) 転用事由の詳細
	用　　途
	事由の詳細

	
	(1) 
	
	

	
	(2) 転用の時期
	工事着手（元号）　年　月　日
	事業又は施設の操業又は利用期間
（元号）　年　月　日から　年間

	
	(2) 
	工事完成（元号）　年　月　日
	

	
	(3)転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要
	工事計画
	第１期（着工 年月日から年月日まで）
	第２期
	合　　　　　計

	
	
	
	名称
	棟数
	建築面積(㎡)
	所要面積(㎡)
	
	棟 数
	建築面積
(㎡)
	所要面積
(㎡)

	
	
	土地造成
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建 築 物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	工 作 物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	４　資金調達
　についての
　計画
	

	５　転用する
　ことによっ
　て生じる付
近の土地、
作物、家畜
等の被害の
有無及び
防除施設
の概要
	

	６　その他
　参考とな
るべき事項
	






様式第１－２号―(1)

	農地法第５条第１項の規定による許可申請書

（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）

譲受人　氏名　　　　　　　　　　　　　　
（借受人）
譲渡人　氏名　　　　　　　　　　　　　　
（貸付人）

　下記によって、農地（採草放牧地）を転用する目的で「　　　　　」をしたいので、農地法第５条第１項の規定により許可を申請します。
記


	１　当事者の氏名(名称)
　住所（所在地）等

	当事者
	氏　　名
（名　称）
	住所
（所在地）
	備　考

	
	譲受人
(借受人)
	
	
電話
	

	
	譲渡人
(貸付人)
	
	
電話
	

	２　許可を受けようとする土地の表示等
	土地の所在
	地番
	地　目
	面積（㎡）
	耕作（利用）者氏名（名称）
	市街化区域・
市街化調整区域・
その他の区域の別
	備考

	
	郡市町村
大字
	字
	
	登記簿
	現況
	
	権利の種類
	権利者の氏名及び名称
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





	[bookmark: _GoBack]

３　転用計画
	(1) 転用の目的
	(2) 権利を設定し又は移転しようとする理由の詳細

	
	
	(1) 

	
	(3) 転用の時期
	工事着手（元号）　年　月　日
	事業又は施設の操業又は利用期間
（元号）　年　月　日から　年間

	
	(2) 
	工事完成（元号）　年　月　日
	

	
	(4) 転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要
	工事計画
	第１期（着工年月日から年月日まで)
	第２期
	合　　　計

	
	
	
	名称
	棟数
	建築面積(㎡)
	所要面積(㎡)
	
	棟数
	建築面積(㎡)
	所要面積(㎡)

	
	
	土地造成
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建築物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	工作物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	４　権利を移
転（設定）
しようとす
る契約の内
容
	

	５　資金調達
　についての
　計画
	

	６　転用する
　ことによっ
　て生じる付
近の土地、
作物、家畜
等の被害の
有無及び
防除施設
の概要
	

	７　その他
　参考とな
るべき事項
	


※ 譲渡人（貸付人）が２人以上である場合には、申請書の差出人は「譲受人（借受人）何某」、及び「譲渡人（貸付人）何某外何名」とし、申請書の１及び３の欄には「別紙記載のとおり」と記載して申請できるものとする。この場合の別紙の様式は、次のとおりとする。


様式第１－２号―（２）　申請書の１の欄　　当事者の氏名(名称)住所（所在地）等

	当事者の別
	氏　　　名
	住所

	譲　受　人
（借受人）
	
	

	譲　渡　人
（貸付人）
	
	

	
	
	

	
	
	



様式第１－２号―（３）　申請書の３の欄    許可を受けようとする土地の表示等

	譲渡人の氏名
（貸付人）
	所　　　　　在
	地番
	地　　目
	面積
（㎡）
	所有権以外の使用収益権
が設定されている場合
	市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別

	
	
	
	登記簿
	現況
	
	権利の種類
	権利者の
氏名（名称）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計　　　　筆　　　　　    ㎡　（田　　　　　㎡、畑　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　㎡）


（注）　本表は、（様式第１－２号―（２））の譲渡人（貸付人）の順に名寄せして
記載する。

様式第１－３号

意　　見　　書

　別紙記載の土地に係る農地法第　条の許可申請について、本土地改良区の意見は、下記のとおりです。
　（元号）　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○土地改良区理事長　氏　　名　　　　

記
　(第１例)
　農地転用に伴う措置等について、協議が整い、本土地改良区としては、差し支えない。
　(第２例)
　農地転用に伴い次の事項について措置する必要があるが各記載の理由により協議が整わない｡本土地改良区としては、この協議が整えば差し支えない。

	事　　　項
	土地改良区の主張
	転　用　者　の　主　張

	(1）　何々水路の付替
	
	

	(2)
	
	

	(3)
	
	

	(4)
	
	

	(5)
	
	



別紙（土地の表示）
	市町村
	大字
	字
	地　番
	地　目
	面　積
（㎡）
	所有者
	耕作者
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	




様式第１－４号－（１）農地法第　　条の規定による
許可申請送付意見書


	農業委員会
会長名　　　　　　　　

	１申請人
	(受人・借人氏名)
	（住所）
	（年齢）
	（職業）

	
	(渡人・貸人氏名)
	（住所）
	（年齢）
	（職業）

	２土地
	　　　市町村　　　　　　　　字　　　　　外　　筆
市街化区域　　　　市街化調整区域　　　　その他の地域
	３面積
	田　　　　　　㎡　採草放牧地　　㎡
畑　　　　　　㎡　その他　　　　　　㎡
　　　　　　　　　合　計　　　　　　㎡

	４転用理由
	□借地・□借家・□アパート・□狭あい・□環境不良
□移転・□新規・□同居・□事業拡張・□結婚
□一時転用・□その他（　　　　　　　　　　）
	５転用目的
	

	６農地区分からみた意見
	農地
区分
	□農用地区域内農地・□甲種農地
□第1種農地・□第２種農地・□第３種農地
	一団の農地の広がり　約　ha　
土地基盤整備事業□有・□無

	
	
	
	農業生産力　　　□高い・□普通・□低い
高性能機械営農　□可・□不可

	
	第２種の根拠
	□相当数の街区を形成している区域内
□公共施設から近距離（　　　から　　ｍ）
□連たん区域に近接かつ10ha以内
□その他の農地（山林介在等）
	第３種の根拠
	□水管・下水道管・ガス管のうち２種類以上埋設区域内かつ500m以内に複数公共施設
□公共施設から至近距離（　　　　　から　　ｍ）
□連たん区域
□街区に囲まれた地区で宅地面積４０％以上
□用途地域内（調整済みのもの）
□土地区画整理事業施行区域内

	７許可基準からみた意見
	転用目的・理由
	適　不適
	理由
	

	
	資力及び信用
	適　不適
	理由
	

	
	同意状況
	有　無
	理由
	

	
	確実性
	確実　不確実
	理由
	

	
	行政庁の許認可等見込み
	確実　不確実
	理由
	

	
	農地以外の土地利用見込み
	確実　不確実
	理由
	

	
	計画面積
	適　不適
	理由
	

	
	宅地造成のみの場合の妥当性
	適　不適
	理由
	

	
	営農条件への支障
	有　無
	理由
	

	
	農地の利用の集積への支障
	有　無
	理由
	

	
	一時転用の場合の妥当性
	適　不適
	理由
	

	
	法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進捗状況
	終了　未了
	
	

	特定土地改良事業等への配慮
	適　否
	内容
	事業主体
	土地改良区名
	事業名
	完了年度
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	改良区等の意見書（□有・□無）　土地改良事務所長の意見（□有・□無）

	８土地利用計画関連
	都市計画区域
	□内　・□外　　（住宅系・商業系・工業系・準工業）

	
	市街化調整区域
	□内　・□外　　（開発（建築）許可申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	農業振興地域
	□内　・□外　　（農用地区域　□内　　□外）

	
	県土地開発指導要綱
	□要　・□不要　（申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	県土利用の調整に関する
基本要綱
	□承認（（元号）　　年　　月　　日）　□不要

	
	国土利用計画法
	□知事からの通知（（元号）　　年　　月　　日）　・□売買後　・□不要

	
	その他の土地利用関係法令
	

	
	意見決定
	（元号）　　年　　月　　日
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	９　県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取の有無
	有　・無
	

	意見の概要
	

	10
処理
経過
	受　　付
	（元号）　　年　　月　　日
	11
参考事項
	農地法第１８条処理状況
（□（元号）　年　月　日合意解約済　・
□申請受付中）


（裏面）


※　７の許可基準からみた意見の「転用目的・理由」については、申請土地が甲種農地、第１種農地又は第２種農地である場合において、その農地を申請することがやむを得ないと認められるときは、その理由（代替性の検討結果）を記載する。

※　９の「県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取の有無」の欄の「意見の概要」欄には、県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取を行った場合の県農業委員会ネットワーク機構の意見の概要を記載する。








様式第１－４号－（２）

農地法第　　条の規定による
許可申請調査及び審査表


	調査者（　　　　　　　　　　　　）
調査日（　　　　年　　月　　日　）

	①
転用計画
	建　　ア（　　　　；　　　㎡）　　　　そ　　ア（　　　　；　　　㎡）　　エ（　　　　；　　　㎡）
築　　イ（　　　　；　　　㎡）　　　　の　　イ（　　　　；　　　㎡）　　オ（　　　　；　　　㎡）
物　　ウ（　　　　；　　　㎡）　　　　他　　ウ（　　　　；　　　㎡）　　カ（　　　　；　　　㎡）

	②
資金
計画
	自己（　　　　　千円）　　　　用地代（　　　　　千円）
　　　　　　　　　　　　　　　造成費（　　　　　千円）
借入（　　　　　千円）　　　　建築費（　　　　　千円）
合計（　　　　　千円）　　　　合　計（　　　　　千円）
	③　契　約
	売　買・贈　与・交　換
使 用 貸 借 ・賃 貸 借
その他（　　　　　　）

	④　取排水
	取水
	□水道

□井戸
	雨水排水
	□敷地内
□下水道
□排水路
	雑排水
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	汚水処理
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	工業用水
	処理工程

	⑤　調査事項
	ア　転用目的・理由　　　　　　　　（適　・不適）
イ　資力及び信用　　　　　　　　　（適　・不適）
ウ　同意状況　　　　　　　　　　　（有　・無　）
エ　確実性　　　　　　　　　　　　（確実・不確実）
オ　農地以外の土地利用見込み　　　（確実・不確実）
カ　計画面積　　　　　　　　　　　（適　・不適）
キ　宅地造成のみの場合の妥当性　　（適　・不適）
ク　営農条件への支障　　　　　　　（有　・無　）
ケ　農地の利用の集積への支障　　　（有　・無　）
コ　一時転用の場合の妥当性　　　　（適　・不適）　
サ　特定土地改良事業等関係　　　　（適　・不適）
	⑥　他法令調整
	






	⑦不備事項
	（内容）
	（補正連絡）
	⑧審査結果
	許可
　理由：
不許可
取下
その他
　内容：

	⑨添付書類関係
	ａ；公図写　□　　ｂ；登記事項証明書　□　　ｃ；位置図　□　　ｄ；付近状況図　□　　ｅ；配置図　　□
ｆ；資金計画書　□　　　　　ｇ；残高証明書　□　　ｈ；融資証明書　　□　　　　　ｉ；取排水計画図　□
ｊ；事業計画書　□　　　　　ｋ；事業概要書　□　　ｌ；道路使用同意　□　　　　　ｍ；水路使用同意　□
ｎ；契約書　　　□　　　　　ｏ；定款　　　　□　　ｐ；法人登記事項証明書　□　　ｑ；代理委任状　　□
ｒ；免許書　　　□　　　　　ｓ；農業者証明　□　　ｔ；通勤経路図　□　　　　　　ｕ；借家証明　　　□
ｖ；見積書      □　　　　  w；その他（　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　□
ｘ；（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）　□


· 許可の理由は、農用地区域内農地、甲種農地又は第1種農地の場合のみ記入すること。
· 　⑥他法令調整には、行政庁の許認可等見込み及び法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進捗状況について記載する。



様式第１－５号－（１）

△△指令第　　　号

　 申請人
　 　 （住所）
　 　 （氏名）

　  （元号）　　年　　月　　日付けをもって申請のあった、農地法第　　条第１項の規定による申請は、下記により許可する。

　  （元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

記

１　○○を許可する土地の表示
　
	土地の表示
	地番
	地目
	面積
（単位：㎡）
	備考

	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２　用途

３　条件




（注意事項）
  　 許可に係る土地を申請書に記載された事業計画（用途、施設の配置、着工及び完工の時期、被害防除措置等を含む。）に従ってその事業の用に供しないときは、農地法第５１条第１項の規定によりその許可を取り消し、その条件を変更し、若しくは新たに条件を付し、又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて原状回復の措置等を講ずべきことを命ずることがあります。

（教示）　　裏面のとおり
　　　　　　（教示文は、第15行政不服審査法関係を参照）

（注）移転等の登記申請時には譲受人・譲渡人双方の許可書の添付（原本還付可能）が必要となります。



様式第１－５号－（２）

△△指令第　　　号

　申請人
　　（住所）
　　（氏名）

　（元号）　　年　　月　　日付けをもって申請のあった、農地法第　　条第１項の規定による申請は、下記により許可しない。

　（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

記

１　○○を許可しない土地の表示
　
	土地の表示
	地番
	地目
	面積
（単位：㎡）
	備考

	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２　用途

３　不許可理由



（教示）　　裏面のとおり
　　　　　　（教示文は、第15行政不服審査法関係を参照）


様式第１－５号－（３）

△△指令第　　　号

　申請人
　　（住所）
　　（氏名）

　（元号）　　年　　月　　日付けをもって申請のあった、農地法第　　条第１項の規定による申請は、下記により却下する。

　（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

記

１　○○を却下する土地の表示
　
	土地の表示
	地番
	地目
	面積
（単位：㎡）
	備考

	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２　用途

３　却下理由



（教示）　　裏面のとおり
　　　　　　（教示文は、第15行政不服審査法関係を参照）


様式第１－５号－（４）

（元号）　　年　　月　　日

〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）
　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　

　　　農地転用許可後の工事進捗（完了）状況報告について（第　　　回）

　さきに、農地法第　　条第１項の規定により許可されている土地の工事進捗（完了）状況を、下記のとおり報告します。

記

１　許可年月日　　　　　（元号）　　年　　月　　日
２　許可指令番号　　　　○○指令第　　　号
３　転用許可地の所在　　市　　　　町
　　　　　　　　　　　　郡　　　　村大字　　　　　　　番外　　　筆
４　転用目的
５　転用面積　　　　　　〔農地　　　㎡〕〔採草放牧地　　　㎡〕〔その他　　㎡〕〔計　　　　㎡〕
６　建設設計　　　　　　〔着工（予定）〕　（元号）　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　〔完了（予定）〕　（元号）　　年　　月　　日
７　工事進捗（完了）状況



（記載注意）
　工事進捗（完了）状況は詳細に記載し、記載事項を証明できる配置図、写真等を添付すること。
なお、建設工事が許可申請書に記載された事業計画どおり進捗していない場合（遅延又は未着手）はその理由及び今後の見通しを詳細に記載すること。


[bookmark: _様式第１－９号][bookmark: _Hlt379882354]様式第１－７号
農地法第４条処理一覧表《（元号）　　年　　月分》
（　　　　　農業委員会）

	受理
番号
	受理
月日
	申請
月日
	申請人の住所・氏名
	契約の要旨
	土地の
所在
	申請面積
（㎡）
	転用
目的
	送付及び処分
	備考

	
	
	
	譲受人
（賃借人）
	譲渡人
（賃貸人）
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	




様式第１－８号
農地法第５条処理一覧表《（元号）　　年　　月分》
（　　　　　農業委員会）

	受理
番号
	受理
月日
	申請
月日
	申請人の住所・氏名
	契約の要旨
	土地の
所在
	申請面積
（㎡）
	転用
目的
	送付及び処分
	備考

	
	
	
	譲受人
（賃借人）
	譲渡人
（賃貸人）
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	　
田
	
	
	送付
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	指令
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	処分
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	発送
	
	





様式第１－９号
記号　第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

○○農業委員会会長　殿

茨城県農林水産部農業政策課長

農地法第４・５条の規定による許可（不許可）指令書について

　　このことについて、別添のとおり送付いたしますので申請人に交付願います。









[bookmark: _様式第１－１３号]様式第１－11号

農地転用許可申請整理簿

	整理番号
	受理月日
	（市町村名）
土地の所在
	（又は名称）
申請人住所氏名
	申請目的
	事前審査
	本申請
	条件（報告）
	備考

	
	
	
	
	
	申
出
面
積　(㎡)
	申出年月日
	農政局送付年月日
	農政局内示年月日
	申
請
面
積　(㎡)
	申請年月日
	農政局送付年月日
	許可年月日
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	
	田
	
	
	
	
	許可日から
　 月後
その後　月後毎
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	田
	
	
	
	
	田
	
	
	
	
	許可日から
　 月後
その後　月後毎
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	
	畑
	
	
	
	
	
	




様式第１－12号－（１）　  様式第１－12号－（２）調査者（　　　　　　　　　　　　　　）

農地法第４条審査表　　  農地法第５条審査表

	１
申
請
人
	（受人氏名）

	（住所）

	（年齢）

	（職業）


	
	（渡人氏名）

	（住所）

	（年齢）

	（職業）


	２
土
地
	
	３
面
積
	田　　　　　㎡　　　その他　　　　　㎡
畑　　　　　㎡　　　　
計　　　　　㎡　　　合　計　　　　　㎡

	４
転用理由
	借地・借家　・　アパート　・　狭あい　・環境不良
移転　・新規　・　同居　・事業拡張　・結婚　・
一時転用　・その他（　　　　　　　　　　　　　）
	５
転用目的
	

	６
転用計画
	建築物
	
	その他
	

	７
資金
計画
	自己（　　　　　千円）　　　　用地代（　　　　　千円）
借入（　　　　　千円）　　　　造成費（　　　　　千円）
　　　　　　　　　　　　　　　建築費（　　　　　千円）
合計（　　　　　千円）　　　　合　計（　　　　　千円）
	８
契約内容
	

	９取排水
	取水
	□上水道
□井戸
	雨水排水
	□敷地内
□下水道
□排水路
	雑排水
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	汚水処理
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	工業用水
	処理工程

	10
土
地
利
用
計
画
関
連
等
	土地改良区域
	□内　・□外　　（　　　　　改良区）意見書　有・無・不要

	
	都市計画区域
	□内　・□外　　

	
	市街化調整区域
	□内　・□外　　開発（建築）許可申請書　有・無・不要

	
	国土法
	□要　・□不要　届出済　　　年　　月　　日　　　第　　　　号

	
	用途地域
	□内　・□外　　（住居 ・ 商業 ・ 準工 ・ 工業 ・ 工専）

	
	農業振興地域
	□内　・□外　

	
	農用地区域
	□内　・□外　

	11
添
付
書
類
関
係
	ａ；公図写　□　　ｂ；登記事項証明書　□　　ｃ；位置図　□　　ｄ；付近状況図　□　　ｅ；配置図　　□
ｆ；資金計画書　□　　　　　ｇ；残高証明書　□　　ｈ；融資証明書　　□　　　　　ｉ；取排水計画図　□
ｊ；事業計画書　□　　　　　ｋ；事業概要書　□　　ｌ；道路使用同意　□　　　　　ｍ；水路使用同意　□
ｎ；契約書写　　□　　　　　ｏ；定款写　　　□　　ｐ；法人登記事項証明書　□　　ｑ；代理委任状　　□
ｒ；免許書写　　□　　　　　ｓ；農業者証明　□　　ｔ；通勤経路図　□　　　　　　ｕ；借家証明　　　□
ｖ；見積書　　　□　　　　　ｗ；その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□
ｘ；（　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□

	12　調
査
事
項
	ア　転用目的・理由　　　　　 （適　・不適）
イ　資力及び信用　　　　　　 （適　・不適）
ウ　同意状況　　　　　　　　 （有　・無　）
エ　確実性　　　　　　　　　　（確実・不確実）
オ　農地以外の土地利用見込み　（確実・不確実）
カ　計画面積　　　　　　　　 （適　・不適）
キ　宅地造成のみの場合の妥当性(適　・不適）
ク　営農条件の支障　　　　　 （有　・無　）
ケ　農地の利用の集積への支障 （有　・無　）
コ　一時転用の場合の妥当性　 （適　・不適）　
サ　特定土地改良事業等関係　 （適　・不適）
	14
他法令調整
	
	15
審査結果
	許可
理由：
	

	
	
	
	
	
	不許可
理由：
	

	
	
	
	
	
	取下
	

	
	
	
	
	
	その他
内容：

	13
農地区分
	農用地区域内　
甲種　１・２・３種
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	16
不
備
事
項
	（内容）

	
	

	
	

	
	


※　14他法令調整には、行政庁の許認可等見込み及び法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進捗状況について記載する。

審査表（別紙）
	１　農地区分＊
	該当区分に○をすること

	農振農用地区域内農地
	　

	甲種農地（市街化調整区域内のみ）
	　

	　
	集団的優良農地（10ha以上の一団の規模かつ高性能農業用機械による営農が可能な農地）
	　

	
	農業公共投資（土地改良事業の工事完了公告日）後８年以内
	　

	第１種農地（集団的に存在する農地その他良好な営農条件を備えた農地）
	　

	　
	10ha以上の一団の規模の農地
	　

	
	農業公共投資（土地改良事業等）の対象となった農地
	　

	
	生産性の高い農地
	　

	第２種農地
	　

	　
	道路、下水道その他の公共施設又は、鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況
	　

	
	　
　
　
	相当数の街区を形成している区域
	　

	
	
	鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着所、県庁、市役所又は町村役場（支所を含む）から500ｍ以内
	　

	
	
	　
	うち、半径500ｍの円の区域内に占める宅地の面積割合が40％を超える場合、その割合が40％になるまで延長した半径の延長又は１ｋｍのいずれか短い距離内
	　

	
	市街地に近接する区域（500ｍ）内にある農地の区域でその規模が10ha未満であるもの
	　

	
	農用地区域内にある農地以外の農地であって、甲種、第１種及び第３種農地のいずれの要件にも該当しない農地
	　

	第３種農地
	　

	　
	道路、下水道その他の公共施設又は、鉄道の駅その他の公益的施設の整備の状況
	　

	
	　
	水管、下水道管又はガス管のうち２種類埋設道路の沿道区域で500ｍ以内に２つ以上の教育施設、医療施設、その他の公共・公益的施設（県庁、市役所、町村役場、保育園）がある
	　

	
	
	300ｍ以内に、鉄道の駅、県庁、市役所等がある
	　

	
	
	　
　
　
　
	鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶の発着所
	　

	
	
	
	高速道路のインターチェンジの出入り口
	　

	
	
	
	県庁、市役所又は町村役場（支所を含む）
	　

	
	
	
	その他類する施設（バスターミナル）
	　

	
	宅地化の状況
	　

	
	　
	住宅の用若しくは事業の用に供する施設又は公共施設若しくは公益的施設が連たんしている区域内の農地
	　

	
	
	街区の面積に占める宅地の面積の割合が40％を超えている街区内の農地
	　

	
	
	都計法第８条第１項第１号に規定する用途地域内の農地
	　

	
	土地区画整理事業の施行区域内の農地
	　



※第1種農地の要件に該当していても、同時に第3種又は第2種の要件を満たす場合は、第3種又は第2種の区分が優先される（ただし、第3種又は第2種農地の要件に該当しても、同時に甲種農地の要件を満たす場合は、甲種農地が優先される）。また、第2種農地のうち他の農地区分のいずれにも該当しない場合の第2種農地は、第1種農地に優先しない。
	３　一般基準
	該当全てに○をすること＊

	　
	資力・信用があること
	　

	
	　
	資金調達の見込みがあること
	　

	
	
	申請適格（自然人は法律上行為能力を有する者・法人は事業内容が定款等の業務の範囲内）があること
	　

	
	
	過去の転用実績が適正であること
	　

	
	同意状況
	　

	
	　
	転用行為の妨げになる権利者の同意があること
	　

	
	転用事業実施の確実性（完成まで１年以内）
	　

	
	他法令の許可の見込み
	　

	
	　
	都市計画法　　　　　　　　　　　　　許可見込み
	　

	
	
	盛土条例　　　　　　　　　　　　　　許可見込み
	　

	
	
	農振法　　　　　　　　　　　　　　　除外見込み
	　

	
	
	道路法　　　　　　　　　　　　　　　占用許可見込み
	　

	
	
	その他（法令名　　　　　　　　　　　）許可見込み
	　

	
	
	その他（法令名　　　　　　　　　　　）許可見込み
	　

	
	
	その他（法令名　　　　　　　　　　　）許可見込み
	　

	
	一体利用する土地の利用の見込みがあること
	

	
	申請面積が適正規模であること
	　

	
	土地造成のみではないこと（例外有り）
	　

	
	被害防除措置の妥当性
	　

	
	　
	土砂の流出等の発生のおそれがないこと
	　

	
	
	農業用用排水施設の機能に支障がないこと
	　

	
	
	集団的農地の蚕食・分断のおそれがないこと
	　

	
	
	周辺農地の日照、通風に支障がないこと
	　

	
	
	農道、ため池等の農地の保全に必要な施設の機能に支障がないこと
	　

	
	農地の利用の集積に支障がないこと
	

	
	
	農業経営基盤強化促進法に係る地域計画に支障がないこと
	

	
	
	農振法に係る市町村整備計画による効率的かつ総合的利用に支障がないこと
	

	
	仮設工作物の設置等一時的な利用（一時転用）の計画が妥当であること
	　

	
	　
	転用期間（農用地区域内3年以内、その他5年以内）が必要最小限であること
	　

	
	
	転用期間満了後農地への復元が確実であること
	　







	２　立地基準
	該当基準に○をすること

	農振農用地区域内の許可基準（不許可の例外）
	　

	　
	土地収用法26条１項告示
	　

	
	農振農用地利用計画指定用途（農業用施設）
	　

	
	仮設工作物の設置等一時的な利用（３年以内）でその必要性があり、かつ、農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼさないこと
	　

	第１種農地（甲種農地を含む）の許可基準（不許可の例外）
	　

	　
	土地収用法第26条第１項の規定による告示に係る事業の用に供する場合
	　

	
	仮設工作物の設置、その他一時的な利用に供する場合で、その必要性があること
	　

	
	農業用施設、農畜産物処理加工施設・販売施設
	　

	
	都市住民の農業体験・地域間交流施設
	　

	
	農業従事者の就業機会の増大に寄与する施設（雇用協定・雇用計画）
	　

	
	農業従事者の良好な生活環境を確保する施設
	　

	
	住宅等の周辺住民の日常生活・業務上必要な施設を集落接続で設置（甲種農地は500㎡以内）
	　

	
	代替性の確認
	　

	
	　
　
	候補地が選定されており、事業の目的・必要性からみてその候補地選定が妥当であること
	　

	
	
	候補地間の検討がなされており、その結果が妥当であること
	　

	
	病院・療養所その他の医療事業の用に供する施設や、火薬庫・火薬類の製造施設及びそれらに類する施設で市街地設置困難施設（甲種農地は不可）
	　

	
	
	

	
	
	

	
	特別な立地を必要とする事業
	　

	
	　
	調査研究
	　

	
	
	土石その他の資源の採取
	　

	
	
	水産動植物の養殖用施設その他これに類するもの
	　

	
	
	国道、県道の沿道区域での流通業務、休憩所、給油所その他これに類する施設
	　

	
	
	既存施設の拡張（拡張面積は既存施設の敷地面積の１/２までが上限）
	　

	
	
	欠くことのできない通路等（甲種農地は不可）
	　

	
	主として第１種農地以外の土地を使用する場合（甲種及び第１種の合計が１/３以内かつ甲種１/５以内）
	　

	
	公益性が高い事業に該当
	　

	
	　
	土地収用法該当事業（甲種農地は不可）
	　

	
	
	森林法第25条の目的（保安林）指定
	　

	
	
	地すべり等防止法等による家屋建設等（甲種農地は不可）
	　

	
	
	非常災害の応急措置
	　

	
	
	非農用地区域に設定された区域の転用
	　

	
	
	工場立地法に基づく施設（甲種農地は不可）
	　

	
	
	中小企業基盤整備機構が実施する業務（甲種農地は不可）
	　

	
	
	集落地域整備法に基づく集落地区施設、建築物等の整備
	　

	
	
	優良田園住宅の建設の促進に関する法律に従って行われる優良田園住宅の建設
	　

	
	
	
	

	
	
	農用地土壌汚染対策地域内の農用地、特定有害物質による汚染に起因し農畜産物の流通が著しく困難、かつ、土地利用の状況から転用することが適当と認められる事業
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	東日本大震災復興特別区域法に基づく復興整備事業(市町村が作成した復興整備計画に係るもので、復興整備協議会における協議が調ったもので、復興のため必要かつ適当であると認められ、農業の健全な発展に支障を及ぼすおそれがないと認められるものに限る。)（甲種農地は不可）
	

	
	
	農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の促進に関する法律に基づき作成された基本計画に定められた設備整備区域内で設備整備計画に従って行われる再生可能エネルギー発電設備の整備（ただし、農林漁業の健全な発展に資する取組について協議会で協議が調っている場合に限る。）（甲種農地は不可）
	　

	
	
	地球温暖化対策の推進に関する法律第21条第5項第2号に規定する促進区域（農業上の土地利用との調整が調ったものに限る。）内において同法第21条の2第1項において読み替えて適用する農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律第7条第1項の認定を受けた同項に規定する設備整備計画に従って行われる同法第3条第2項に規定する再生可能エネルギー発電設備の整備（甲種農地は不可）　
	

	
	
	農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第5条第1項の規定により作成された活性化計画（当該活性化計画に記載された同条第2項第2号ニに規定する事項及び同条第4項各号に掲げる事項について同法第6条第1項に規定する協議会における協議が調ったものに限る。）に従って行われる同法第5条第2項第2号ニに規定する事業（甲種農地は不可）
	

	
	
	地域整備法に従って行われるもの
	

	
	
	その他地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画に従って行われるもの

	

	第２種農地の許可基準
	

	
	第１種農地の不許可の例外（右欄に条項名を記入すること）
	

	
	申請農地以外に代替性がない
	

	第３種農地の許可基準
	

	
	許可しうる
	


※一般基準を１項目でも満たさない場合は立地基準を満たしていても許可はできない。
※甲種、第１種農地は不許可の例外に該当しない場合は許可にならない。


[bookmark: _様式第１－１６号]様式第１－13号

農業を営む者の証明願
（元号）　　年　　月　　日
申請者住所
氏名

農家住宅又は農業用施設を目的とした農地転用許可申請
建築基準法の確認申請手続き

　次の理由により　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行うた

めに必要ですので、下記について証明願います。

○建築物を必要とする理由（詳細に記載すること。）
	



○建築物の建築主、建築場所、用途、規模など
	建築主住所
	
	氏名
	

	建築の場所
	
	地積
	

	建築物用途
	
	建築面積
	
	延べ面積
	



○農家世帯の構成及び農業従事状況（兼業の場合は農業以外の職業を具体的に記入すること。）
	氏　名
	続　柄
	性　別
	年　齢
	職　業
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



記
１　経営面積及び所有関係
	
	自作地
	所有者
	借入地又は貸付地
	所有者
	備考

	田
	
	
	
	
	

	畑
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	



年　　月　　日
　上記のとおり相違ないことを証明する。
市町村農業委員会会長　　氏　名　　印

参考（確認申請する場合に必要となる添付書類）
○　農業所得証明書、農業経営計画書（耕作地位置図、保有家畜種類頭数、保有農機種類台数等を含む）、申請配置図、予定建築物平面図、住民票等


様式第１－14号
農地法附則第２項第　号に基づく協議に係る事案の概要書 
（元号）　　年　　月　　日　　
茨　城　県　
	申請者の住所等
	　 譲　　受　　人
	住所　
	氏名　

	
	 　譲　　渡　　人
	住所　
	氏名　       　　外　　名

	 申　請　土　地
	 　所　　　　　在
 　地　　　　　番
	　　　　　　　　　　　市　　　　町                                      
                      郡　　　　村                                    外　　　筆

	
	地目別面積
	田
	㎡
	畑
	㎡
	採草放牧地
	㎡
	その他
	㎡

	
	申請に係る土地の
所在する区域
	市街化区域　　　　　　　　　　市街化調整区域　　　　　　　　　　その他の区域

	権利を設定・移転しようとする契約の内容
	権利の種類
	権利の設定・移転の別
	権利の設定・移転の時期
	権利の存続期間

	
	
	　設  定  ・  移  転
	
	

	農　地　の　区　分
	

	





	許可基準に定める農地の区分の該当事項
	


	
	該当事項とした判断理由
（申請に係る農地の営農条件及び周辺の市街地化の状況を記載する）
	




	転用候補地内の農地の区分別面積及びその割合
	
	農用地区域内農地
	甲種農地
	第１種農地
	第２種農地
	第３種農地
	農地の合計面積
	(参考)全体面積

	
	面積
	㎡
	㎡
	        ㎡
	        ㎡
	     ㎡
	            ㎡
	            ㎡

	
	割合
	％
	％
	        ％
	        ％
	        ％
	             ％
	   100％

	特定土地改良事業等関係
	事 業 の 種 類
	事 業 施 行 者
	施 行 面 積
	申請地に関係
する面積
	施 行 時 期
	申請地に関係する
土地改良財産

	
	
	
	
	
	
	

	申請に係る土地と都市計画との関係
	都市計画区域決定の有無
	計画区域内         計画区域外　　　（告示　　　年　　月　　日）

	
	都市計画法第８条の地域地区の決定
	地域地区の種類
	

	
	
	決定なし

	申請に係る土地と農業振興地域整備計画との関係
	農業振興地域決定の有無
	振興地域内         振興地域外    　（告示　　　年　　月　　日）

	
	農用地区域決定の有無
	農用地区域内       農用地区域外    （決定　　　年　　月　　日）

	転用目的
	

	転用目的に係る事業又は施設の概要
	
	名称
	棟数
	建設面積
	          所要面積

	
	土地造成
	
	       
	              　　　　　
	㎡

	
	建 築 物
	
	                  棟
	              　　　　　㎡
	㎡

	
	小　　計
	
	                  棟
	              　 　　　 ㎡
	㎡

	
	工 作 物
	
	    　　　　　    棟
	㎡
	㎡

	
	 小　　計 
	
	棟
	㎡
	                   ㎡

	
	合　　計
	
	棟
	㎡
	㎡

	転用事業実施の確実性の概要及び周辺の農地への被害防除措置等の妥当性の概要
	

	農業上の土地利用との調整を了している場合等においては、その概要
	

	許可条項及び説明
	

	付すべき条件
	

	協議に際して特記すべき事項
	



記載要領
１　「農地の区分」欄には、「農地法の運用について」（平成２１年１２月１１日付け２１経営第４５３０号・２１農振第１５９８号農林水産省経営局長・農村振興局長連名通知。以下「運用通知」という。）第２の１に規定する農用地区域内農地、甲種農地、第１種農地、第２種農地又は第３種農地の別を記載する。
２　「農地の区分」欄の「許可基準に定める農地の区分の該当事項」欄には、運用通知の区分に従い、例えば第１種農地にあっては、「運用通知第２の１のイの(ｱ)のａ」のように、第２種農地にあっては、「運用通知第２の１のオの(ｱ)のａの(a)」のように記載する。
３　「農業上の土地利用との調整を了している場合等はその概要」欄については、調整した土地利用計画等の名称、調整経緯等を記載する。
４　「協議に際して特記すべき事項」の欄については、都道府県知事が許可の適否の決定に際し特に協議しておくべき事項を記載する。



[bookmark: _第３_許可基準][bookmark: _１_許可基準の概要][bookmark: _２_立地基準][bookmark: _３_一般基準][bookmark: _４_転用目的別の許可基準][bookmark: _第４_許可後の事業計画変更]様式第２－１号
　記号　第　　　　　号
　　（元号）　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　殿

〇〇農業委員会会長　　　　　　　　　印
（茨城県知事　　　　　　　　　印）

催告書

　さきに、農地法第　　条第１項の規定に基づき下記により許可されている土地について、工事を完了しないまま放置しているので、遅滞なく許可申請書に記載された事業計画に従って工事を完了させ、許可の目的に供するよう催告します。
　なお、工事遅延の理由及び今後の事業計画書を至急提出してください。今後とも引き続き許可申請書に記載された工事を完了しないときは、農地法第51条の規定により許可の取消し処分を行うことがありますので、念のため申し添えます。

記

１　許可年月日 　　(元号)　　年　　月　　日
２　許可指令番号　 〇〇指令第　　号
３　許可地の所在　　　　　　　市　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　　郡　　　　村大字　　　　　　番　外　　筆
４　転用目的　　　
５　転用面積　　　[農地　　　㎡][採草放牧地　　㎡][その他　　㎡][計　　　㎡]
６　建設設計　　　[着工(予定)]　(元号)　　年　　月　　日
　　　　　　　　  [完了(予定)]　(元号)　　年　　月　　日



様式第２－２号
記号　第　　　　　号
　　（元号）　年　　月　　日

　○○農業委員会会長　殿

茨城県農林水産部長

通知書

　このことについて、別添写しのとおり下記事業者に対して催告したので、通知します。

記

催告を対象とした事業者
住所
氏名（法人の場合は法人名及び代表者氏名）


[bookmark: _１_該当範囲][bookmark: _２_提出書類][bookmark: _３_添付書類][bookmark: _４_農業委員会の処理][bookmark: _５_農林事務所の処理][bookmark: _６_農業政策課の処理]
様式第３－１号

農地法第４・５条の規定による許可後の事業計画変更申請書

(元号)　　年　　月　　日
〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）
住所
申　請　者　　氏名　　　　　　　　　（電話　　　　　　　）
（転用事業者）　職業４
５

　（元号）　　年　　月　　日付け　　第　　　号で農地法第　　条の規定による許可を受けた転用計画を次のとおり変更したいので承認下さるよう申請します。
	１　許可を受けた申請者（譲渡人）の住所氏名
	住所
	
	３　事業計画の変更を必要とする理由
	

	
	氏名
	
	
	

	２　許可を受けた土地の所在、地番、地目、面積
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	４　変更後の転用事業が許可を受けた事業と同等又はそれ以上の緊急性及び必要性があることの理由
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　計　　　　　　㎡　　田　　　　㎡　畑　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　採草放牧地　　　　　　　　　㎡
	
	

	５　転用計画の変更前計画と変更後計画
	区　分
	変更前の事業計画
	変更後の事業計画

	
	転用目的
	
	

	
	転用時期
	工事着工
	年月 日
	工事完了
	年 月 日
	工事着工
	年月 日
	工事完了
	年 月 日

	
	転用目的の概要
	建築物工作物施設等の名称
	平屋２階建等の区別
	棟数
	１階の建築面積又は工作物施設等の面積
(㎡)
	建築物工作物施設等の名称
	平屋２階建等の区別
	棟数
	１階の建築面積又は工作物施設等の面積
(㎡)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	併せて利用する土地
	山林、宅地、雑種地等の面積　　　　㎡
	山林、宅地、雑種地等の面積　　　㎡

	６　変更後の転用事業によって生ずる土地、作物、家畜等の被害防除措置の概要
	
	７　変更後の資金調達計画
	土地代
造成費
建築費
計
　計
	万円
万円
万円
万円
	自己資金　　　　　万円
借入金　　　　　　万円
　計　　　　　　　万円
	８　その他参考となる事項



様式第３－２号

農地法第５条の規定による許可後の承継を伴う事業計画変更申請書

(元号)　　年　　月　　日
〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）
申　請　者　 　住所
（当初事業者）    氏名  　　　　　　　（電話　　　　　　　）
申　請　者　 　住所
（承　継　者）　　氏名　　　　　　　　（電話　　　　　　　）

　（元号）　　年　　月　　日付け　　第　　　号で農地法第５条の規定による許可を受けた土地を承継し、転用計画を次のとおり変更したいので承認下さるよう申請します。
	１　許可を受けた申請者（譲渡人）の住所氏名
	住所
	
	３　土地の現況
	

	
	氏名
	
	４　転用事業者が転用事業を遂行できない理由
	

	２　許可を受けた土地の所在、地番、地目、面積
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	５　変更後の転用事業が変更前の転用事業と比べて、それと同程度又はそれ以上の緊急性及び必要性があることの理由
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　計　　　　　　㎡　　
田　　　　㎡　畑　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　採草放牧地　　　　　　　　　㎡
	
	

	６　転用計画の変更前計画と変更後計画
	区　分
	変更前の事業計画
	変更後の事業計画

	
	転用目的
	
	

	
	転用時期
	工事着工
	年 月 日
	工事完了
	年 月 日
	工事着工
	年 月 日
	工事完了
	年月 日

	
	転用目的
の概要
	建築物工作物施設等の名称
	平屋２階建等の区別
	棟数
	１階の建築面積又は工作物施設等の面積
(㎡)
	建築物工作物施設等の名称
	平屋２階建等の区別
	棟数
	１階の建築面積又は工作物施設等の面積
(㎡)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	併せて利用する土地
	山林、宅地、雑種地等の面積　　　㎡
	山林、宅地、雑種地等の面積　　　㎡

	７　その他参考となる事項
	


一部承継の場合、２の許可を受けた土地の所在は承継者が譲受け（借受）しようとする土地のみについて表示する。

様式第３－３号

農地法第　　条の規定による許可後の事業計画変更申請書（一時転用）

(元号)　　年　　月　　日
〇〇農業委員会会長　殿
（茨城県知事　殿）
（転用者）　 　住所
　　氏名　　　　　　　　（電話　　　　　　　）申請者

（貸付者）　 　住所
　　氏名　　　　　　　　（電話　　　　　　　）
　（元号）　　年　　月　　日付け　指令第　　　号で農地法第　　条の規定による許可を受けた転用期間を変更したいので承認下さるよう申請します。
	１　許可を受けた期間
	（元号）　　年　　月　　日から（元号）　　年　　月　　日まで

	２　変更しようとする期間
	（元号）　　年　　月　　日から（元号）　　年　　月　　日まで

	３　許可を受けた目的
	

	４　変更後目的が変わる場合の目　　
　的
	

	５　期間内に達成できなかった理由（具体的に）
	

	６　申請日現在事業（工事）実施状況及び今後の実施計画
	事業（工事）名
	申請日現在の進行率（量）
	残工事率（量）
	備考

	
	
	(%、㎡、m３)
	(%、㎡、m３)
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	７　変更によって生じる資金計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	８　変更によって生じる排水処理計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	９　その他変更によって生じる計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	10　申請（変更）土地の表示
	市町村名
	大字
	字
	地　目
	地番
	面積
	所有者

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	記載上の注意
１　申請者（貸付者）が数名にまたがる場合は、別紙により添付
２　６の申請日現在の事業（工事）残量及び内容について
　　・　一般工事の場合　　　伐採造成、建築棟名称、附帯工事名称、整地等の区分ごとに記載
　　・　砂利、土採取の場合　伐採、表土はぎ、切込み、選別、埋戻し、整地等の区分ごとに記載
　　　（プラント含む）
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様式第３－４号

農地転用許可後の計画変更申請整理簿

	番号
	受理月日
	申請人（当初計画者）
	申請人（承継者）
	土地の所在
	変更内容
	処理年月日
	結果
	変更後の目的

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	



様式第３－５号

（元号）　　年　　月　　日
農地法第４・５条の規定による許可後の計画変更申請に係る意見書

○○農業委員会　
	当初計画者住所氏名（甲）
	

	承継者住所氏名（乙）
	

	当初計画による事項
	許可指令番号
	

	
	許可年月日
	

	
	許可地
	

	
	許可面積
	㎡
	用途
	

	
	当初建設計画
	着工年月日　　　　　　　　　完了予定年月日

	変更計画に係る事業
	甲の用途面積
	　　　　　　　　　　用地　　　　　　　　　　　　㎡

	
	甲の建設計画
	着工年月日　　　　　　　　　完了予定年月日

	
	乙の用途面積
	　　　　　　　　　　用地　　　　　　　　　　　　㎡

	
	乙の建設計画
	着工年月日　　　　　　　　　完了予定年月日

	農地転用許可基準からみた意見
	１　目的実現の確実性について
	（甲）

	
	
	（乙）

	
	２　計画面積について
	（甲）

	
	
	（乙）

	
	３　位置について
	（甲）

	
	
	（乙）

	
	４　用排水について
	（甲）

	
	
	（乙）

	
	５　被害防除、公害について
	（甲）

	
	
	（乙）

	
	許可地の現況
(農地か非農地か)
	

	
	総合意見
	

	
	変更承認にあたり留意すべき事項
	


（注）(1)（甲）(乙)欄についてが、様式第３－１号又は第３－４号による計画変更の場合は甲欄を使用し、乙欄は抹消すること。
　　　(2)都市計画区域内の場合に、都市計画法による手続（４５条）を要するものについては、その手続をした、又は手続中の旨を「変更承認にあたり留意すべき事項」欄に記載すること。


様式第３－６号

記号　　第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

農地法第　　条の許可後の計画変更について


　（元号）　　年　　月　　日付け提出のあった農地法第　　条の許可後の計画変更については承認する。


１　承認の目的

２　承認する土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



３　条件


様式第３－７号
（一時転用関係）
記号　　第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

農地法第　　条の許可後の計画変更について


　（元号）　　年　　月　　日付け提出のあった農地法第　　条の許可後の計画変更については（元号）　　年　月　日まで承認する。
　なお、次の事項について履行されたい。



１　　　　　　　　の目的以外に利用しないこと。

２　承認期間満了日までに従前の農地の表土又はそれと同等以上の土をもって農地に復元すること。

承認する土地の表示
	市町村
	大字
	字
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



３　条件


様式第３－８号


記号　　第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

〇〇農業委員会会長　氏名　　印
（茨城県知事　氏名　　印）

農地法第　　条の許可後の計画変更について


　（元号）　　年　　月　　日付け提出のあった農地法第　　条の許可後の計画変更申請については、下記の理由により承認しない。


記

理由



[bookmark: _第５_農地転用協議の手続][bookmark: _１_法第４条第５項の協議の手続][bookmark: _２_法第５条第４項の協議の手続][bookmark: _３_知事の処理][bookmark: _４_法第４条第５項及び第５条第４項の協議に関する事前調整]
様式第４－１号
農地法第４条第８項の規定による協議書
（元号）　　年　　月　　日　　
　　
〇〇農業委員会会長　　殿
（茨城県知事　殿）
　            
協議者名　　　　　　　　　　　　　

　下記のとおり農地を転用したいので、農地法第４条第８項の規定により協議します。
記
	
	１ 協議者の住所
	　　　　　　　都道　　　　　　　郡　　　　　町
          　   　　　　          　                          番地
　　　　　　　府県          　　市          村

	
	２ 協議をしようとする土地の所在等
	土地の所在
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	耕作者の氏名
	市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	
	

	
	
	  郡  　町
    市    村
	
	
	
	 
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	    　計　　　　　　　㎡（田　　　　　　㎡、畑　　　　　　　㎡）

	
	３ 転用計画
	(1)転用事由の詳細
	用　途
	事由の詳細

	
	
	
	
	

	
	
	(2)施設の利用期間
	　　　　年　　　月　　　日から　　　　　年間

	
	
	(3)転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要
	工事計画
	第１期（着工 年月日から年月日まで）
	第２期
	
	合　　　計

	
	
	
	
	名　 称
	棟　 数
	建築面積
(㎡)
	所要面積
(㎡)
	
	
	棟 数
	建築面積
(㎡)
	所要面積
(㎡)

	
	
	
	土地造成
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	建 築 物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	工 作 物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４ 予算措置等の状況
	

	
	５ 転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等の被害
防除施設の概要
	

	
	
	

	
	６ その他参考となるべき事項
	


（記載要領）
1. 「市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別」欄には、申請に係る土地が都市計画法による市街化区域、市街化調整区域又はこれら以外の区域のいずれに含まれているかを記載する。
2.  「転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要」欄には、工事計画が長期にわたるものである場合には、できる限り工事計画を６か月単位で区分して記載する。


様式第４－２号
農地法第５条第４項の規定による協議書

（元号）　　年　　月　　日　　

〇〇農業委員会会長　　殿
（茨城県知事　殿）

協議者名　　　　　　　　　　　　　

　下記のとおり転用のため農地（採草放牧地）の権利を設定（移転）したいので、農地法第５条第４項の規定により協議します。

記

	
	１ 当事者の住所等
	当事者の別
	氏 　名
	住　　　　　　所
	職　　　　業

	
	
	譲　受　人
	
	 　　　　都道　　　　　郡　　　　　町
  　        　                        　　 　　　　　 番地
 　　　　府県      　　市          村
	

	
	
	譲　渡　人
	
	 　　　　都道　　　　　郡　　　　　町
　     　     　                        　　　　　　  番地
 　　　　府県      　　市          村
	

	
	２ 協議をしようとする土地の所在等
	土地の所在
	地　番
	地目
	面積
(㎡)
	所有権以外の使用収益権
が設定されている場合
	市街化区域・
市街化調整区
域・その他の
区域の別

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	権利の種類
	権利者の氏名又は名称
	

	
	
	郡　    町
市　    村
	

	
	
	     ㎡
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　　　計　　　　　　　㎡（田　　　　　　㎡、畑　　　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　　㎡）

	
	
３ 転用計画
	(1)転用の目的
	
	(2)権利を設定し又は移転しようとする理由の詳細

	
	
	(3)施設の利用期間
	　　　　年　　　月　　　日から　　　　　年間

	
	
	(4)転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要
	工事計画
	第１期(着工 年月日から年月日まで)
	第２期
	
	合　　　計

	
	
	
	
	名　 称
	棟　 数
	建築面積
(㎡)
	所要面積
(㎡)
	
	
	棟 数
	建築面積
(㎡)
	所要面積
(㎡)

	
	
	
	土地造成
	
	
	
	
	
	
	
	
	       

	
	
	
	建 築 物
	
	
	
	
	
	
	
	     
	

	
	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	工 作 物
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４ 権利を設定し又は移転しようとする契約の内容
	権利の種類
	権利の設定・移転の別
	権利の設定・移転の時期
	権利の存続期間
	その他

	
	
	
	設定　　　移転
	
	
	

	
	５ 予算措置等の状況
	

	
	
	

	
	６ 転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等の被害防除施設の概要
	

	
	７その他参考となるべき事項
	


（記載要領）
1. 譲渡人が法人である場合には、「氏名」欄にその名称及び代表者の氏名を、「住所」欄にその主たる事務所の所在地を、「職業」欄にその業務の内容を、それぞれ記載する。
2. 譲渡人が２人以上である場合には、協議書の１及び２の欄には「別紙記載のとおり」と記載して申請することができるものとする。この場合の別紙の様式は、次の別紙１及び別紙２のとおりとする。
3. 「市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別」欄には、申請に係る土地が都市計画法による市街化区域、市街化調整区域又はこれら以外の区域のいずれに含まれているかを記載する。
4. 「転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要」欄には、工事計画が長期にわたるものである場合には、できる限り工事計画を６か月単位で区分して記載する。

（別紙１）　協議書の１の欄　　当事者の住所等
	当事者の別
	氏　　　　　　　　　名
	住　　　　　　　　　　所
	職　　業

	譲　受　人
	
	
	

	譲　渡　人
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（別紙２）　協議書の２の欄　　協議をしようとする土地の所在等
	
譲渡人の氏名


	
所　　　在


	
地　番


	
地　　目
	
面　積
(㎡)

	所有権以外の使
用収益権が設定
されている場合
	市街化区域・市街化調整区域・その他の区域の別



	
	
	
	
登記簿

	
現　況

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	権利の種類
	権利者
の氏名
又は名称
	

	
	

	

	

	

	            
	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	

	

	



（記載要領）　本表は、（別紙１）の譲渡人の順に名寄せして記載する。


様式第４－３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出先：
	法 定 協 議 事 前 調 整 申 出 書
                                                      　　　 申出年月日　　（元号）　　年　　月　　日
                                        　　　　　申出者名                        

	１ 事業計画者
	　住所 　　         　　     　　　　担当者及び電話番号

	２ 当該計画に係る事業目的
	
	申出に係る権利
	（所有権の移転・・・・・）

	３ 候補地の概要
	所　　 在
	都府　　　　　　市町　　　　　大字
道県            郡村

	
	位　　 置
	（最寄駅等主要目標からの方向・距離及び市街化区域、市街化調整区域又はその他の区域の別）

	
	地目別面積
（概要でも可）
	田
	畑
	小　計
	採草放牧地
	そ　の　他
	合　　　計

	
	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	候補地内に含まれる道路、水路等公共施設の種類及び数量（概要）
	

	４ 事業計画
	期　　 別
	第１期
	第２期
	～
	～
	～
	合　　計

	
	期　　 間
	年　月
～　年　月
	年　月
～　年　月
	
	
	
	

	
	建　　 物
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡
	棟　／　㎡

	
	工作物
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡
	件　／　㎡

	
	取水排水
計画
	取水予定地
	
	取水方法
	
	取水日量
	㎡

	
	
	排水予定地
	
	排水処理方法
	
	排水日量
	㎡

	
	道路等関係施設計画
	

	５ 当該土地を選定した理由及び選定の経緯
	 別紙のとおり（別紙により具体的に選定の経緯及び理由を明らかにすること）

	６ 候補地に関係する土地改良事業
	事業施行者
	事業の種類
	候補地に関係する面積

	
	
	
	㎡

	７ 候補地と都市計画との関係
	都市計画区域決定の有無
	計画区域内　　　　　　　　計画区域外

	
	都市計画法第８条の地域、
地区の決定
	地域地区の種類
	

	
	
	決定なし

	８ 本事業の実施のため必要とされる法令に基づく許認可事項
	




（記載要領）
1. 「提出先」については、許可権者の名称を記載する。
2. 「事業計画」欄には、本申出書の作成時点で事業計画が策定されていない場合には、記載は要しない。
（添付書類）
1. 事業計画地を表示（事業計画地の区画の取り方が二以上ある場合には、それぞれにつき表示）した縮尺 １／10,000程度以上の図面（縮尺 １／25,000以下の図面を用いるときは、そのほかに事業計画地周辺の事情が判読できる程度の見取図を添付する。）
　　なお、図面には、次に掲げる事項を併せて明示する。
　（１）転用候補地に係る道路、水路等公共施設の位置
　（２）道路、排水路等の予定地、取水地点等
　（３）計画地の周辺（おおむね直径１ｋｍ以内の範囲）の住宅、工場等宅地化の状況を中心とした土地利用状況
（４）都市計画法による市街化区域、市街化調整区域、用途地域及び都市計画街路の範囲
2. 建設計画に係る建物又は工作物の配置計画図（縮尺 １／500～１／2,000）（申出書作成時点で建設
計画が策定されていない場合には添付を要しない。）
3. その他参考となるべき資料


様式第４－４号

第　　　号
（元号）　　年　　月　　日

　（協議者名）　　　殿


〇〇農業委員会会長　　　　　　　　　印
（茨城県知事　　　　　　　　　　　　印）

農地法第４条第８項（第５条第４項）の規定に基づく協議について（回答）

　（元号）　年　月　日付けで協議のありました農地法（昭和27年法律第229号）第４条第８項（第５条第４項）の規定による協議については、下記により成立（不成立）と決定したので通知します。

記

１　土地の所在等
	土地の所在
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２　権利の種類及び権利の設定・移転の別
　　（例：所有権の移転、賃借権の設定）

３　用途
　　（例：学校の建設、病院の建設）

４　協議成立における留意事項
　(1)　協議書に記載された事業計画に従って事業の用に供すること。
　(2)　協議成立に係る工事が完了するまでの間、協議成立の日から３箇月　　
　　後及びその後１年ごとに工事の進捗状況を報告すること。また、協議成立に係る工事が完了したときは、遅滞なくその旨を報告すること。







（注）４については、協議不成立の場合には記載しない。


様式第４－５号
第　　　号
（元号）　　年　　月　　日
　（協議者名）　　　殿

〇〇農業委員会会長　　　　　　　　　印
（茨城県知事　　　　　　　　　　　　印）

　　　農地法第４条第８項（第５条第４項）の規定に基づく協議に関する事前調整について
（回答）

　（元号）　年　月　日付けで農地法（昭和27年法律第229号）第４条第８項（第５条第４項）の規定に基づく協議（以下「本協議」という。）に関する事前調整の申出のありました候補地の選定はやむを得ないものと認められます。
なお、本書面をもって本協議が成立するものではないことから、本協議が成立する前に、事前調整に係る申出地について所有権等の権利を設定し又は移転し非農地化することのないように留意して下さい。
また、本協議がなされた場合には、農地法第４条第６項第３号及び第４号（第５条第２項第３号及び第４号）並びに農地法施行規則（昭和27年農林省令第79号）第４７条（第５７条）各号に規定する基準について審査した結果、これらの基準が充足されないと判断される場合には本協議が不成立となる場合がありますので、念のため申し添えます。

記


１　土地の所在等
	土地の所在
	地番
	地目
	面積
（㎡）
	備　考

	
	
	登記簿
	現況
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



２　権利の種類及び権利の設定・移転の別
　　（例：所有権の移転、賃借権の設定）

３　用途
　　（例：学校の建設、病院の建設）


[bookmark: _１_一時転用について][bookmark: _（１）_農地の埋立等に関する農地法上の取扱いについて][bookmark: _（様式第１号）]（様式第１号）
事業計画書
	事業者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	請負者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	現場責任者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	事業期間
	（元号）　　年　　月　　日　～（元号）　　年　　月　　日までの　　　か月間
（詳細は別添工程表のとおり）

	土地選定理由書
	（注）
　　申請地を選定した理由を詳細に記載すること

	事業の内容
	土砂等の発生場所
	場所
	（注）
　建設発生土でない場合にあっては、土砂等の発生地の所有者名及び住所も記載すること

	
	
	工事名
	（注）
　建設発生土による場合のみ記載すること

	
	
	工事発注者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	
	
	工事請負者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	
	埋立等の内容
	埋立等面積
	㎡
	埋立等土質
	
（残土の区分）

	
	
	埋立等土量及び運搬車両台数
	全体　　　　　　ｍ３（うち復元用土　　　　　ｍ３）
（1日当り）　　台×　 t車（　　ｍ３）×　　日
うち復元用土（1日当り）　　台×　 t車（　　ｍ３）×　　日

	
	
	作業時間
	　午前　　時　　分から　午後　　時　　分まで

	
	
	使用機械の種類・台数
	

	
	農地の復元方法
	作土の土質
	従前
	

	
	
	
	復元後
	

	
	
	復元用土の発生場所
	

	
	
	工法
	

	
	計画図
	平面図及び縦横断面図（別添のとおり）
(注)現況地盤高（周辺地を含む）、計画地盤高、掘削の深さ、覆土の厚さ等を明示すること

	その他
	(注)過去2年間に埋立等を行ったことがある場合は、その場所、面積、期間等を記載すること



（例）

盛土・造成工事工程表

	
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月

	鉄板敷き工
	
	
	
	
	
	

	盛土・造成工
	ｍ3/日を予定（10tＤＴ・約　台）
川　南側より

	
	
	
	
	北側へ


	農業用水路設置工
	
	
	
	
	
	



	
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月

	鉄板敷き工
	
	
	
	
	撤去

	

	盛土・造成工
	
	
	
	
	
	

	農業用水路設置工
	
	
	
	
	
	




（様式第２号）

作付け計画書

（元号）	年	月	日　

1. 耕作者
住　所
	氏　名　　　　　　　　　　　　印

2. 現在の作付け状況
	地目
	面積
	収量
	粗収益
	作付け開始時期
	収穫時期

	

(     )
	㎡
	(10a当たり)kg
	(10a当たり)　千円
	(元号)　年　月


上・中・下旬
	(元号)　年　月


上・中・下旬



3. 埋立等後の作付け計画
	地目
	面積
	収量
	粗収益
	作付け開始時期
	収穫時期

	

(     )
	㎡
	(10a当たり)kg
	(10a当たり)　千円
	(元号)　年　月


上・中・下旬
	(元号)　年　月


上・中・下旬


(注)地目の（　）内は、作物の種類を記入すること


（様式第３号）
土砂等の発生・埋立等のフローシート

下請・孫請等
元請
事業者
（埋立等を行う事業者）

埋立場所の土地の表示

（土地の所在）

（地目）

（面積）


土地所有者
（住所）

（氏名）
（住所）
（氏名）


（TEL）
（住所）
（氏名）


（TEL）
（住所）
（氏名）


（TEL）
（住所）
（氏名）


（TEL）
（住所）
（氏名）


（TEL）


（注）建設発生土による場合のみ記載すること

土砂等発生場所

土砂等発生量

当該土地所有者
	（住所）
	（氏名）
（注）建設発生土でない場合のみ記載すること
工事発注者
（住所）
（氏名）
（TEL）
工事名
土砂発生期間

（様式第４号の１）


発生土証明書

（元号）	年	月	日　

　茨城県知事　殿

工事元請業者
住所
氏名　（名称）　　　　　　　印
　　　　　　　（TEL）

　下記工事から発生する土砂は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第2条第1項に規定する廃棄物ではありません。

記

1. 工事場所

2. 工事名

3. 工事期間　(元号)　　年　　月　　日～(元号)　　年　　月　	日

4. 発生土量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ３

5. 土砂の区分

6. 工事発注者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

7. 土砂の運搬契約者　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL

8. 土砂の最終処分事業者　　　　　　　　　　　　　　　TEL

備考　土砂の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断基準となるべき事項を定める省令（平成3年建設省令第19号）別表第1の区分を記載すること。

（様式第４号の２）

（元号）　　年　　月　　日　
（農地改良協議者）
殿

搬出土砂所有者又は建設工事元請業者　　　
住所　　　　　　　　　　　　
氏名（名称）　　　　　　印　
（TEL）　　　　　　　　　　

土砂搬出同意書

　下記土砂の搬出について同意いたします。

記

1. 所在地
2. 地目
3. 搬出量				立方メートル
※以下は建設発生土の場合に記入すること
4. 工事名称
5. 工事期間
6. 総発生土量				立方メートル
7. 建設発生土の場合の区分
（下記参照）
8. 工事発注者

備考　建設発生土の場合の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成３年建設省令第19 号）別表第１の区分を記載すること。
（参考）
建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令（平成３年建設省令第19号）
別表第１
第１種建設発生土（砂、礫（れき）及びこれらに準ずるものをいう。）
第２種建設発生土（砂質土、礫質土及びこれらに準ずるものをいう。）
第３種建設発生土（通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準ずるものをいう。）

（様式第５号）

事業進捗（完了）状況報告書

（元号）	年	月	日　

　茨城県知事　殿

事業者
住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

　（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号による許可に係る事業の進捗（完了）状況を下記のとおり報告します。

記

1. 許可を受けた土地
市		町
			大字		字
郡		村
		番地		外	筆		㎡

2. 許可を受けた期間
　(元号)　　年　　月　　日～(元号)　　年　　月　　日までの　　か月間

3. 進捗（完了）状況
	事業実施中の場合
	完了した場合

	着工年月日
	(元号)  年 月 日
	着工年月日
	(元号)  年 月 日

	現在進捗率
	％
	
	

	完了予定年月日
	(元号)  年 月 日
	完了年月日
	(元号)  年 月 日



4. 現況写真　別添の通り

（様式第６号）

現地調査報告書

（元号）	年	月	日　

　茨城県知事　殿

農業委員会長　　印

　別添のとおり事業完了報告書の提出があり、現地調査の結果下記のとおり確認したので報告します。

記

	申請者
	（借人）


	
	（貸人）


	許可年月日
	
（元号）　　年　　月　　日


	指令番号
	　　　　　　第　　　　　号


	許可を受けた土地
	

外　　筆　　　㎡

	許可期間
	
（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日


	確認内容
	








（様式第７号）

農地改良協議書

（元号）	年	月	日　

　	農業委員会長　殿

申請者		住所　　　　　　　　　

		氏名　　　　　　　　印

　下記のとおり農地の改良をしたいので協議します。

記
1. 改良しようとする土地
	所在
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	利用
状況
	所有者
	耕作者

	



	
	
	
	
	
	



2. 事業期間
（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日までの	か月間

3. 請負者	住所
氏名					TEL	（	）	

4. 改良の種別			湿田解消・田畑転換・その他（　　　　　　）

5. 改良計画の詳細

6. 事業完了後の作付け計画

（様式第８号）

農地改良計画書
	事業者
	(住所）


	(氏名)

電話    (  )    

	請負者
	(住所）


	(氏名)

電話    (  )    

	事業期間
	
（元号）　　年　　月　　日　～
（元号）　　年　　月　　日までの　　　か月間
（詳細は別添工程表のとおり）


	農地改良を必要とする理由
	

	用土の内容
	発生場所
	

	
	土地所有者
	

	
	土質
	

	農地改良の内容
	埋立等面積
	㎡
	埋立等土量
	ｍ３

	
	運搬車両台数
	（1日当り）　　台×　 t車（　　ｍ３）×　　日

	
	作業時間
	午前　　時　　分から午後　　時　　分まで

	
	使用機械の
種類・台数
	


	
	計画図
	平面図及び縦横断面図（別添のとおり）
(注)現況地盤高（周辺を含む）
[                           ]
計画地盤高を明示すること

	
	所要経費
	






（様式第８号の２）

農地改良フローシート

	
	建設工事元請業者
	

	（住所）
（氏名）
（TEL）



建設発生土発生場所

建設発生土発生量

工事発注者
	（住所）
	（氏名）
	（TEL）

工事名

建設発生土発生期間



	
	事業者
（農地改良請負業者）
	

	（住所）
（氏名）
（TEL）



埋立等場所の土地の表示
	（土地の所在）
	（地目）
	（面積）

（様式第８号の３）

○○第　　　　号　
（元号）　　年　　月　　日　

様

○○○農業委員会長　
（記載例１）
農地改良協議に対する同意について（通知）

（元号）　　年　　月　　日付けで協議のありました農地改良につきましては、審査した結果、適正と認められるので、同意いたします。農地改良計画書に基づいて農地改良に着手してください。また、農地改良完了後は事業完了届（様式第10 号）を速やかに提出してください。


（記載例２）
農地改良協議に対する不同意について（通知）

（元号）　　年　　月　　日付けで協議のありました農地改良につきましては、審査した結果、農地改良行為に該当しませんので、同意できません。農地法の手続が必要になります。
・農地改良行為に該当しない理由

（様式第９号）

農地改良同意済標識


1. 事業者			住所


氏名



2. 同意通知年月日・番号

（元号）	年	月	日	第	号



3. 改良する土地

市		町
			大字		字
郡		村

		番地		外	筆		㎡





農業委員会　

（様式第１０号）

事業完了届

（元号）	年	月	日　

　　農業委員会長　殿

事業者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

　（元号）　　年　　月　　日付けで同意を得た農地の改良について、下記のとおり完了したので報告します。

記

1. 改良した土地
市		町
			大字		字
郡		村
		番地		外	筆		㎡


2. 事業期間
　(元号)　　年　　月　　日～(元号)　　年　　月　　日までの　　か月間



3. 現況写真　別添のとおり

（様式第１１号）

○○○○事業届出書

（元号）	年	月	日　

　　農業委員会長　殿

事業者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　印

　下記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　事業をしたいので届出します。

記

1. 改良しようとする土地
	所在
	地番
	地目
	面積
(㎡)
	利用状況
	所有者
	耕作者

	


	
	
	
	
	
	



2. 事業期間
　(元号)　　年　　月　　日～(元号)　　年　　月　　日までの　　か月間

3. 請負者		住所
氏名					TEL　　（　）　　　

4. 事業の内容		区画整理、客土、排水改良（暗渠、明渠）、その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5. 改良計画の詳細		別添事業計画書のとおり

6. 事業完了後の作付け計画	別添事業計画書のとおり


（様式第１２号）

○○○○事業届出済標識


1. 事業者			
住所

氏名



2. 届出受理年月日

（元号）	年	月	日
			農業委員会

3. 改良する土地

市		町
			大字		字
郡		村

		番地		外	筆		㎡

（様式第１３号）

○○○○事業完了届

（元号）	年	月	日　

　　農業委員会長　殿

事業者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　印


　(元号)　　年　　月　日付けで届出した　　　　　　　　　　　　　　　　事業について下記のとおり完了したので報告します。

記

1. 改良した土地
市		町
			大字		字
郡		村

		番地		外	筆		㎡

2. 事業期間
　(元号)　　年　　月　　日～(元号)　　年　　月　　日までの　　か月間

3. 現況写真　		別添のとおり

4. 工事竣工検査年月日	（元号）　　年　　月　　日



[bookmark: _（２）「農地の埋立等に関する農地法上の取扱いについて」の運用について]（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農地改良協議整理簿
	整理番号
	受付年月日
	協議人
	土地の所在・
地番
	面積
（㎡）
	改良の種別
	事業期間
	同意通知
年月日
	不同意通知
年月日
	完了届出年月日及び完了確認年月日
	備考

	
	
	住所
	氏名
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	年　月　日
	
	
	
	田
	
	湿田解消
田畑転換
その他
(　　　　)
	年　月　　日
	年　月　日
	年　月　日
	（届出）
年　　月　　日
（確認）
年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	～
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計
	
	
	年　月　　日
	
	
	
	

	
	年　月　日
	
	
	
	田
	
	湿田解消
田畑転換
その他
(　　　　)
	年　月　　日
	年　月　日
	年　月　日
	（届出）
年　　月　　日
（確認）
年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	～
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計
	
	
	年　月　　日
	
	
	
	

	
	年　月　日
	
	
	
	田
	
	湿田解消
田畑転換
その他
(　　　　)
	年　月　　日
	年　月　日
	年　月　日
	（届出）
年　　月　　日
（確認）
年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	～
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計
	
	
	年　月　　日
	
	
	
	

	
	年　月　日
	
	
	
	田
	
	湿田解消
田畑転換
その他
(　　　　)
	年　月　　日
	年　月　日
	年　月　日
	（届出）
年　　月　　日
（確認）
年　　月　　日
	

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	～
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計
	
	
	年　月　　日
	
	
	
	



（様式２）
農地改良協議状況報告書
農業委員会
	区分　　　　　　　　月
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	小計
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	小計
	合計

	協議件数及び面積
	湿田解消
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	田畑転換
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	田
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	田
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	同意通知件数及び面積
	湿田解消
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	田畑転換
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	田
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	田
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	畑
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（様式３）
農地の埋立等に係る違反転用事案報告書
農業委員会
	整理
番号
	違反発見
年月日
	関係土地
	違反の内容
	土地所有者及び
違反者住所・氏名
	農地区分
	是正指導内容
	指導結果
	備考

	
	
	所在
	面積（㎡）
	
	
	
	
	
	

	
	　年　月　日
	
	田
畑
採草放牧地
その他
計
	無断

許可条件違反
	残土処分
産廃処分
その他
（　　　　　　　）
	（所有者）

（違反者）
	農用地区域内農地
甲種農地
第１種農地
第２種農地
第３種農地
	農委勧告・県勧告
県是正通知
県命令
その他
（　　　　　　）
	是正済　年　月　日
　許可
　農地復元
　原状回復
未是正
	

	
	　年　月　日
	
	田
畑
採草放牧地
その他
計
	無断

許可条件違反
	残土処分
産廃処分
その他
（　　　　　　　）
	（所有者）

（違反者）
	農用地区域内農地
甲種農地
第１種農地
第２種農地
第３種農地
	農委勧告・県勧告
県是正通知
県命令
その他
（　　　　　　）
	是正済　年　月　日
　許可
　農地復元
　原状回復
未是正
	

	
	　年　月　日
	
	田
畑
採草放牧地
その他
計
	無断

許可条件違反
	残土処分
産廃処分
その他
（　　　　　　　）
	（所有者）

（違反者）
	農用地区域内農地
甲種農地
第１種農地
第２種農地
第３種農地
	農委勧告・県勧告
県是正通知
県命令
その他
（　　　　　　）
	是正済　年　月　日
　許可
　農地復元
　原状回復
未是正
	

	計
	件
	田
畑
採草放牧地
その他
計
	
	
	
	農委勧告（　件）
県勧告　（　件）
県是正通知（件）
県命令　（　件）
その他　（　件）
	是正済
　許可　　（　件）
　農地復元（　件）
　原状回復（　件）
　　計　　（　件）
未是正　　（　件）
	




[bookmark: _（３）農地の埋立等における農地転用許可後の事業計画変更について]転用期間以外の変更関係

農地法第　　条の規定による許可後の事業計画変更申請書（一時転用）

(元号)　　年　　月　　日
茨城県知事　殿
　 　　　　　　住所申請者（転用者）

　　氏名　　　　　　　　　　　　印（電話　　　　　　　）
　（元号）　　年　　月　　日付け　指令第　　　号で農地法第　　条の規定による許可を受けた転用計画を次のとおり変更したいので承認下さるよう申請します。
	１　許可を受けた期間
	（元号）　　年　　月　　日から（元号）　　年　　月　　日まで

	２　許可を受けた目的
	

	３　変更内容
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	４　変更理由（具体的に）
	

	５　申請日現在事業（工事）実施状況及び今後の実施計画
	事業（工事）名
	申請日現在の進行率（量）
	残工事率（量）
	備考

	
	
	(%、㎡、m３)
	(%、㎡、m３)
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	６　変更によって生じる資金計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	７　変更によって生じる排水処理計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	８　その他変更によって生じる計画
	当初計画
	変更後の計画

	
	
	

	９　申請（変更）土地の表示
	市町村名
	大字
	字
	地　目
	地番
	面積
(㎡)
	所有者

	
	
	
	
	登記簿
	現況
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	記載上の注意
１　５の申請日現在の事業（工事）残量及び内容について
　　・　一般工事の場合　　　伐採造成、建築棟名称、附帯工事名称、整地等の区分ごとに記載
　　・　砂利、土採取の場合　伐採、表土はぎ、切込み、選別、埋戻し、整地等の区分ごとに記載
　　　（プラント含む）


＊土砂等の発生場所が変更になる場合は、次の書類を添付すること。
①　土砂等の発生・埋立等のフローシート
　②　残土証明書
　③　県残土条例が適用になる場合は、変更許可申請書の写し


[bookmark: _（４）「茨城県砂利採取計画の認可に関する要項」並びに「砂利採取計画認可]　　　農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する
　　　農用地区域内における農地等の一時転用許可申請に係る意見書

市町村長　印
	一時転用許可申請人の
住所、氏名又は名称及び代表者の氏名
	住　　　所
氏　　　名
(名称及び代表者の氏名)
	

	申請に係る事項
	土地の所在、地目、面積
	所　　在
	地目
	面積

	
	
	
	
	

	
	農用地利用計画で指定された用途
	

	
	一時転用の用途
	

	一時転用に対する意見
	事　項
	意見及び意見決定の理由

	
	１　法第１５条の２第４項第１号に該当するか否か
	· 該当する　　　　　　　　該当しない

	
	
	（その理由）

	
	２　同項第２号に該当するか否か
	· 該当する　　　　　　　　該当しない

	
	
	（その理由）

	
	３　同項第３号に該当するか
　否か
	· 該当する　　　　　　　　該当しない

	
	
	（その理由）

	
	４　総　合　意　見
	

	
	５　許可相当と認められる場合に付すべき条件
	

	
	６　その他参考となるべき事項
	


（記載注意）
１　※の欄は該当するものに○印をつけること。
２　「その他参考となるべき事項」欄には、一時転用に伴う開発行為を行うことについて都市計画法、森林法、その他の法令（条例を含む。）による許可、認可等を要する場合には、その手続き状況について記載すること。

様式第２号

事業完了報告書

（元号）　　年　　月　　日

茨城県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　（元号）　　年　　月　　日付け　　指令第　　　号による一時転用許可に係る事業の完了を下記のとおり報告します。

記

１　一時転用許可を受けた土地
　　　　　　　　市　　　　　　町
　　　　　　　　　　　　　　　　　大字　　　　　　　字
　　　　　　　　郡　　　　　　村
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　番地　　　　　　　　外　　　　　　筆　　　　　　　㎡

２　一時転用許可を受けた期間

　　（元号）　　年　　月　　日から（元号）　　年　　月　　日までの　　か月間

３　事業完了年月日

　　（元号）　　年　　月　　日

４　現況写真　　別添のとおり

様式第３号

現地調査報告書

（元号）　　年　　月　　日

茨城県知事　殿

農業委員会会長　　


　別添のとおり事業完了報告書の提出があり、現地確認の結果下記のとおり確認したので報告します。

記

	申請者
	（借人）

	
	（貸人）

	許可年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	指令番号
	第　　　　号

	許可を受けた土地
	外　　　　筆　　　　　　㎡

	許可期間
	（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日

	転用目的
	

	確認年月日
	（元号）　　年　　月　　日

	確認内容及び結果
	

	備　考
	


※現地調査の結果、指導した事項があったときは備考欄に記載のこと。


[bookmark: _２_建築基準法と農地転用の調整について][bookmark: _（１）建築基準法による建築確認と農地法による農地転用許可事務の連絡調整][bookmark: _（２）建築確認申請受付前の市町村農業委員会による地目確認事務の廃止につ][bookmark: _（３）建築確認申請受付前の市町村農業委員会による地目確認事務の廃止につ][bookmark: _３_その他][bookmark: _（１）農業振興地域の農用地区域からの除外を伴う農地転用許可申請の取扱い]
	農業委員会
会長名　　　　　　　　印

	１申請人
	(受人・借人氏名)様式第１－４号－（１）
農地法第　　条の規定による
許可申請送付意見書


	（住所）記　載　例

	（年齢）
	（職業）

	
	(渡人・貸人氏名)
	（住所）
	（年齢）
	（職業）

	２土地
	　　　市町村　　　　　　　　字　　　　　外　　筆
市街化区域　　　　市街化調整区域　　　　その他の地域
	３面積
	田　　　　　　㎡　その他　　　　　　㎡
畑　　　　　　㎡　合　計　　　　　　㎡

	４転用理由
	□借地・□借家・□アパート・□狭愛・□環境不良
□移転・□新規・□同居・□事業拡張・□結婚
□一時転用・□その他（　　　　　　　　　　）
	５転用目的
	

	６農地区分からみた意見
	農地
区分
	□農用地区域内農地・□甲種農地
□第1種農地・□第２種農地・□第３種農地
	一団の農地の広がり　約　ha　土地基盤整備事業□有・□無

	
	
	
	農業生産力　　　□高い・□普通・□低い
高性能機械営農　□可・□不可

	
	第２種の根拠
	□相当数の街区を形成している区域内
□公共施設から近距離（　　　　から　　ｍ）
□連たん区域に近接かつ10ha以内
□その他の農地（山林介在等）
	第３種の根拠
	□水管・下水道管・ガス管のうち２種類以上埋設区域内かつ500m以内に複数公共施設
□公共施設から至近距離（　　　　　から　　ｍ）
□連たん区域
□街区に囲まれた地区で宅地面積４０％以上
□用途地域内（調整済みのもの）
□土地区画整理事業施行区域内

	７許可基準からみた意見
	転用目的・理由
	適　不適
	理由
	

	
	資力及び信用
	適　不適
	理由
	

	
	同意状況
	有　無
	理由
	

	
	確実性
	確実　不確実
	理由
	

	
	行政庁の許認可等見込み
	確実　不確実
	理由
	農用地区域からの除外完了を条件に適

	
	農地以外の土地利用見込み
	確実　不確実
	理由
	

	
	計画面積
	適　不適
	理由
	

	
	宅地造成のみの場合の妥当性
	適　不適
	理由
	

	
	営農条件への支障
	有　無
	理由
	

	
	農地の利用の集積への支障
	有　無
	理由
	

	
	一時転用の場合の妥当性
	適　否不適
	理由
	

	
	法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進捗状況
	終了　未了
	
	

	特定土地改良事業等への配慮
	適　否
	内容
	事業主体
	土地改良区名
	事業名
	完了年度
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	改良区等の意見書（□有・□無）　土地改良事務所長の意見（□有・□無）

	８土地利用計画関連
	都市計画区域
	□内　・□外　　（住宅系・商業系・工業系・準工業）

	
	市街化調整区域
	□内　・□外　　（開発（建築）許可申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	農業振興地域
	■内　・□外　　（農用地区域　■内　　□外）

	
	県土地開発指導要綱
	□要　・□不要　（申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	県土利用の調整に関する基本要綱
	□承認（（元号）　　年　　月　　日）　□不要

	
	国土利用計画法
	□知事からの通知（（元号）　　年　　月　　日）　・□売買後　・□不要

	
	その他の土地利用関係法令
	

	
	意　見　決　定
	（元号）　　年　　月　　日
	
	

	９　県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取の有無
	有　・　無
	

	10
処理経過
	受　　付
	（元号）　　年　　月　　日
	11
参考事項
	農地法第１８条処理状況
（□（元号）　年　月　日合意解約済　・
□申請受付中）



様式第１－４号－（２）記　載　例


農地法第　　条の規定による
許可申請調査及び審査表


	調査者（　　　　　　　　　　　　）
調査日（　　　　　　　　　　　　）

	①
転用計画
	建　　ア（　　　　；　　　㎡）　　　　そ　　ア（　　　　；　　　㎡）　　エ（　　　　；　　　㎡）
築　　イ（　　　　；　　　㎡）　　　　の　　イ（　　　　；　　　㎡）　　オ（　　　　；　　　㎡）
物　　ウ（　　　　；　　　㎡）　　　　他　　ウ（　　　　；　　　㎡）　　カ（　　　　；　　　㎡）

	②
資金
計画
	自己（　　　　　千円）　　　　用地代（　　　　　千円）
　　　　　　　　　　　　　　　造成費（　　　　　千円）
借入（　　　　　千円）　　　　建築費（　　　　　千円）
合計（　　　　　千円）　　　　合　計（　　　　　千円）
	③　契　約
	売　買・贈　与・交　換
使 用 貸 借 ・賃 貸 借
その他（　　　　　　）

	④　取排水
	取水
	□水道

□井戸
	雨水排水
	□敷地内
□下水道
□排水路
	雑排水
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	汚水処理
	□浄化槽処理後敷地内処理
□浄化槽処理後排水路へ放流
□公共下水道へ放流
□その他
	工業用水
	処理工程

	⑤　調査事項
	ア　転用目的・理由　　　　　　　（適・不適）
イ　資力及び信用　　　　　　　　（適・不適）
ウ　同意状況　　　　　　　　　　（有・無）
エ　確実性　　　　　　　　　　 （確実・不確実）
オ　農地以外の土地利用見込み   （確実・不確実）
カ　計画面積　　　　　　　　　　（適・不適）
キ　宅地造成のみの場合の妥当性　（適・不適）　　ク　営農条件への支障　　　　　　（有・無）
ケ　農地の利用の集積への支障　　（有・無）　　　
コ　一時転用の場合の妥当性　　  （適・不適）　　　
サ　特定土地改良事業等関係　  　（適・不適）　　　
	⑥　他法令調整
	






	⑦不備事項
	（内容）
	（補正連絡）
	⑧審査結果
	許可
　理由：農用地区域からの除外完了を条件に許可
不許可
取下
その他
　内容：

	⑨添付書類関係
	ａ；公図写　□　　ｂ；登記事項証明書　□　　ｃ；位置図　□　　ｄ；付近状況図　□　　ｅ；配置図　　□
ｆ；資金計画書　□　　　　　ｇ；残高証明書　□　　ｈ；融資証明書　　□　　　　ｉ；取排水計画図　□
ｊ；事業計画書　□　　　　　ｋ；事業概要書　□　　ｌ；道路使用同意　□　　　　ｍ；水路使用同意　□
ｎ；契約書　　　□　　　　ｏ；定款　　　　□　　ｐ；法人登記事項証明書　□　　ｑ；代理委任状　　□
ｒ；免許書　　　□　　　　　ｓ；農業者証明　□　　ｔ；通勤経路図　□　　　　　ｕ；借家証明　　　□　　　 
除外見込通知書　　　　　 Ｖ

ｖ；見積書　　　□　　　　　ｗ；その他（　　　　　　　　　　　　　　）　□
ｘ；（　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□　


※許可の理由は、農用地区域内農地、甲種農地又は第1種農地の場合のみ記入すること。

参考様式（３）
記　載　例

（農地法第４条諮問）
3,000㎡超　　№１
	処理番号
	申請人
	職業
	土地の所在
	地目
	田
	転用目的
	備考

	
	
	
	
	
	畑
	
	

	１
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	





                                                              農用地区域除外見込み有





参考様式（４）


（農地法第５条諮問）
3,000㎡超　　№１
	処理番号
	譲受（賃借）人
	職業
	譲渡（賃貸）人
	土地の所在
	地目
	田
	契約
内容
	転用目的
	備考

	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農用地区域除外見込み有
[bookmark: _（２）公共用地に係る農地の取得に関する農地転用許可制度上の取扱いについ][bookmark: _（３）農地転用における資材置場等の取扱いについて][bookmark: _（４）農地等の転用許可済標識の取扱について]（別紙様式例第１号）

営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農計画書

作成年月日　　　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　営農者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　 　 　  　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　氏名　    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　     　　　 　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　土　地　所在・地番　                    　　　　

１．　営農型太陽光発電設備の下部の農地及び営農者の概要
(1) 営農型太陽光発電設備の下部の農地の概要
	
	地目
	面積（㎡）

	営農型太陽光発電設備の下部の農地
	
	

	
	
	

	合計
	
	


　（記載要領）　
　　・　地目には、田、畑、樹園地のいずれかを記入してください。
・　営農型太陽光発電設備の下部の農地の面積は、当該設備の存する区画全体の面積を記入してください。

(2) 下部の農地の営農者の概要
　　① 営農者の属性
	営農者の属性
	該当（〇）

	ア　効率的かつ安定的な農業経営（※１）
	

	イ　認定農業者（※２）
	

	ウ　認定新規就農者（※３）
	

	エ　将来法人化にして認定農業者になることが見込まれる集落営農
	

	オ　アからエまで以外の者
	


※１　主たる従事者が他産業従事者と同等の年間労働時間で地域における他産業従事者とそん色ない水準の生涯所得を確保し得る経営
※２　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第12条第1項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者
※３　農業経営基盤強化促進法第14条の４第１項に規定する青年等就農計画の認定を受けた者
※４　アからエまでに該当する場合は、当該属性を証明する資料を添付すること

　　② 営農者の農作業経験等の状況
	農作業経験等
（農作業歴）
	左のうち作付予定作物の農作業歴

	
	

	

	



　　（記載要領）
・　「農作業経験等（農作業歴）」及び「左のうち作付予定作物の農作業歴」については、農作業歴がある場合にはその作付作物と年数を記載してください。また、農作業歴がない場合には、「なし」と記載ください。

２. 栽培計画

　(1) 下部の農地における作付予定作物及び作付面積
	
	作付予定作物名
	作付面積（㎡）
	栽植密度
（株・本・播種量(kg)/10a）
	生長の指標
（樹高・分枝状況等）

	１年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	２年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	３年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	４年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	５年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	６年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	７年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	８年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	９年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	10年目
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　（記載要領）
・　各年の「作付面積」の合計は、１に記載した営農型太陽光発電設備の下部の農地の面積と一致します。
・　収穫まで複数年の期間を要する作物の場合は、「生長の指標」の欄に、収穫年の予定収量のほか、収穫までの各年の生育の指標を記入してください。また、記入に当たっては、別紙様式例第４号の収穫年と整合するようにしてください。
・　連作障害等の対応のため、一時的に土壌改良等を行うことが予定されている場合は、「作付予定作物名」の欄に、当該土壌改良の具体の内容を記入してください。

(2) 営農に必要な農作業の期間
	月

	作付予定作物名
	農作業の内容

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12

	
１年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
２年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
３年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
４年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
５年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
６年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
７年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
８年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
９年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
10年目

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	



（記載要領）　
・　作物ごとに農作業の内容欄に栽培期間と必要となる農作業の内容・その作業期間を具体的に記入してください。
・　収穫まで期間を要する作物の場合、収穫年までの各年については、（１）の生長の指標に沿って、収穫までに必要となる作業内容を具体的に記入してください。


(3) 利用する農業機械
	農業機械名
	数量
	所有・ﾘｰｽの別
（導入予定の場合にはその旨）
	寸法（cm）
（全長、全幅、全高）
	機械出力
(ps、kw)
	備考

	

	

	

	

	
	


	

	

	

	

	
	



　　（記載要領）
・　機械出力・寸法については、カタログの写しの添付でも可。
・　なお、許可の可否は、作付する農作物の栽培を効率的に行う上で、通常必要となる農業用機械を想定して判断することになりますので、御留意ください。

　(4) 農作業に従事する者
	農作業従事者数
	備考

	常時（人日）
	臨時（人日）
	

	

	

	



　　（記載要領）
・　備考欄には、臨時従事者の雇用期間及び作業内容等を記入してください。

　(5) 下部の農地における単収見込み等
ア　イ以外の場合
（ｱ）（ｲ）以外の場合
	作付予定作物
	単収見込み
(Ａ)（kg/10a）
	地域の平均的な単収
(Ｂ)（kg/10a）
	単収の増減見込み
（Ａ／Ｂ×100（％））
	地域の平均的な単収の根拠

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	



（記載要領）
・　「単収見込み」は、１年目の単収見込みを記載してください。
・　「地域の平均的な単収」は、原則として市町村の統計等を用いてください。
・　「地域の平均的な単収の根拠」は、統計調査名や比較対象とした地域等を記載ください。なお、統計調査以外の内容を記載する場合には、比較対象として適切であると判断した理由を具体的に記載してください。

（ｲ）申請に係る市町村において栽培されていない又は生産に時間を要する農作物を栽培する場合
	作付予定作物
	単収見込み
（kg/10a）
	単収の根拠

	

	
	


	

	
	



（記載要領）
・　「単収見込み」は、試験的に実施した栽培の実績に係る単収又は別紙様式例第４号２の「単収見込」を記載してください。



イ　遊休農地を再生利用する場合
	作付予定作物
	農地の利用の程度

	

	


	

	



（記載要領）
・　「農地の利用の程度」は、周辺の地域における農地の利用の程度と比較した利用の程度を記載してください。


３．下部農地における収支の見込

[image: ]

（別紙様式例第２号）
　
営農型太陽光発電設備の設置による下部の農地における
営農への影響の見込み

作成年月日　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　営農者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　 　 　  　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　氏名　    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　     　　　 　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　土　地　所在・地番　                    　　　　

１．生育に適した日照量の確保
	作付予定作物
	遮光率
	生育に適した条件等（日照特性等）及び設計上生育に
支障が生じない理由

	
	


	



	
	


	




　　（記載要領）
・　作付予定作物に係る生育に適した条件（陽性、半陰性、陰性等の日照特性等）を記載するとともに、営農型太陽光発電設備の設計（遮光率等）が農作物の生育に適した日照量が確保され、生育に支障を与えないとする理由を作付け作物ごとに具体的に記載してください。

　２．効率的な農作業の実施
　 (1)　支柱
	高さ（m）
	間隔（m）

	最低地上高：
	最高地上高：
	


　　
(2)　農作業を効率的に行う上で通常必要となる空間の確保について
	




　（記載要領）
・　営農型太陽光発電設備の支柱の高さ及び間隔、別紙様式例第１号２の(3)に記載した農業機械の機械寸法等を踏まえ、当該設備の設計が農作業を効率的に行う上で通常必要となる空間が確保されていると判断している理由を具体的に記載してください。
・　農地に垂直に太陽光発電設備を設置するものなど、当該設備の構造上、支柱の高さが下部の農地の営農条件に影響しないことが明らかであり、当該設備の設置間隔、規模、立地条件等からみて、当該設備の良好な営農条件が維持される場合には、その旨を記載すれば、高さは記載する必要はありません。
 ・　なお、許可の可否は、作付する農作物の栽培を効率的に行う上で、通常必要となる農業機械を想定して判断することになりますので、御留意ください。

（添付資料）
　１及び２に記載した内容並びに別紙様式例１の２の（５）の単収見込みの根拠となる資料を、次の区分に従って添付してください。
ア　イ以外の場合
次の(ｱ)～(ｳ)のいずれかの事項を記載した書類を添付すること。
　　(ｱ) 下部の農地の栽培作物について、当該申請に係る農地が所在する市区町村における営農型太陽光発電による収穫量及び品質に関するデータ（例えば試験研究機関による調査結果等）
　　(ｲ) 下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有する者の意見（別紙様式例第３号）
　　(ｳ) 当該申請に先行して当該市町村の区域内の下部の農地において耕作の事業を行う者の栽培実績
イ　申請に係る市町村において栽培されていない農作物又は生産に時間を要する農作物を栽培する場合
アの(ｲ)に掲げる事項のほか、次に掲げるいずれかの事項を記載した書類
(ｱ)　栽培実績（申請者自ら又は第三者に委託して当該市町村の区域内で試験的に実施した栽培の実績）
(ｲ)　単位面積当たりの収穫量の根拠を含む栽培理由（別紙様式例第４号）


（別紙様式例第３号）

下部の農地において栽培する農作物について必要な知見を有する者の意見書

　　作成年月日　　年　　月　　日

営農者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設置者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
土　地　所在・地番　　　　　　　　　　　　　　　　

１．知見を有する者について

所属
役職・氏名
住所
連絡先

	（知見を有する者の当該作物への関わり）










　　（記載要領）
　　　　知見を有する者のこれまでの試験研究実績や栽培実績等、当該作物の栽培に知見を有していることについて記入し、研究データや栽培実績データ等の資料を添付してください。

２．知見を有する者による本事業についての所見
	














　（記載要領）
営農計画書に沿った適切な営農の継続が可能であり、その結果、営農計画書又は栽培理由書、栽培実績書に記載した単収の確保が可能であるか等について、知見を有する者の研究データや栽培実績データ等を踏まえ、所見を記入してください。


（別紙様式例第４号）

申請に係る市町村で栽培されていない農作物又は生育に時間を要する作物
を栽培する場合における栽培理由書

　　作成年月日　　年　　月　　日

営農者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設置者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
土　地　所在・地番　　　　　　　　　　　　　　　　


１．下部の農地で栽培を予定する農作物の名称と当該作物を選定した経緯
　　（作物名：　　　　　　　）
　　（経緯）
	










　　（記載要領）
　「経緯」については、当該作物を栽培することによる農業経営上のメリット、土性や気象等の条件への適合性、営農者の栽培経験や知識の有無等に基づき、当該作物を選定することとなった経緯を具体的に記入してください。

２．単収見込
（　　　　　　kg/10a）
	（単収見込の根拠）





　　（記載要領）
・ 「単収見込の根拠」について、当該作物の収量に関する調査研究データや統計データのほか、自然条件に類似性のある他地域のデータ等を用いて記入し、その資料を添付してください。

３．作付けから収穫までに要する期間
（　　　年　　月）
	（収穫までに上記期間を要する理由）





　　（記載要領）
・作付けから収穫までに要する期間が１年を超える場合に記入してください。
・「収穫までに上記期間を要する理由」について、当該作物の収穫までに要する期間の調査研究データや統計データ等を引用して記入し、その資料を添付してください。


４．当該作物に係る知見を有する者からの営農協力について
	











　（記載要領）
　営農の適切な継続のため、下部農地での栽培に支障が生じた場合における知見を有する者による営農指導等の体制整備について記入してください。



（別紙様式例第５号）


営農型太陽光発電設備の撤去費用を負担することの誓約書


　　　年　　　月　　　日

　　○○○○知事　様
　（○○○○農業委員会経由）

住所 　　             　　　      　
氏名（営農型太陽光発電設備の設置者）



（営農型太陽光発電設備の設置者）は、当該申請に係る事業で設置する営農型太陽光発電設備について、事業の終了時又は事業の廃止時に当該営農型太陽光発電設備の撤去費用を負担することを約します。


　　　　　
	撤去費用（見込）

	万円






（別紙様式例第６号）


下部農地の栽培実績書及び収支報告書の提出に係る誓約書


　　　年　　　月　　　日

　　○○○○知事　様
（○○○○農業委員会経由）             設置者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　　　　
営農者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　


（営農型太陽光発電設備の設置者及び営農者）は、当該申請に係る事業で設置する営農型太陽光発電設備の下部農地における毎年の栽培実績書及び収支報告書について、翌年２月末日までに報告することを約します。



（別紙様式例第７号）

営農型太陽光発電設備の改築に係る報告

　　　年　　　月　　　日

　　○○○知事　様
　（○○○農業委員会経由）

住所 　　             　　　      
氏名　（転用許可を受けた者）  　　


　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で農地法第　　条第１項の許可を受けて支柱を立てて設置した営農型太陽光発電設備について、下記のとおり改築を予定していますので報告します。
　なお、改築工事は、貴殿の了解を得てから着工する予定としていますので、本報告書の内容を確認の上、その結果を連絡いただきますようお願いします。

記

１　許可を受けた土地等の所在等
	土地の所在
	地番
	面積（㎡）

	
	
	



２　改築計画
　(1) 改築の内容
	





　(2) 改築工事の時期
　　ア　着工予定年月日　：　　　　年　　　月　　　日
　　イ　完了予定年月日　：　　　　年　　　月　　　日

３　営農計画の変更の有無　：　あり　　・　　なし

４　連絡先（電話番号等）
	




（添付書類）
①　（改築前及び改築後の）営農型太陽光発電設備の設計図
②　営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農計画書及び当該農地における営農への影響の見込み書（営農計画の変更を伴わない場合には、営農計画書に関する部分は記載しなくても結構です。）
③　（営農計画の変更を伴う場合又は改築工事により遮光率が増加する場合には、）②の根拠となる関連データ又は必要な知見を有する者の意見書
④　その他参考となるべき書類

（別紙様式例第８号）

営農型太陽光発電による発電事業の廃止に係る報告

　　　年　　　月　　　日

　　○○○知事　様
　（○○○農業委員会経由）

住所      　　　      
氏名　（転用許可を受けた者）  　　



　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で農地法第　　条第１項の許可を受けて支柱を立てて設置した営農型太陽光発電設備について、発電事業を廃止しますので報告します。

また、発電事業の廃止に伴って、営農型太陽光発電設備を　　年　　月　　日までに撤去するとともに、撤去工事完了後、速やかに工事完了報告を提出することを約します。


（別紙様式例第９号）

営農型太陽光発電事業の承継に係る報告

　　　年　　　月　　　日

　　○○○知事　様
　（○○○農業委員会経由）

住所 　　             　　　      
氏名　（転用許可を受けた者）  　　



　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で農地法第　　条第１項の許可を受けて支柱を立てて設置した営農型太陽光発電設備について、営農型太陽光発電に係る事業の継続が困難になったため、当該発電事業を下記３の者に承継することを予定しておりますので報告します。

なお、承継事業者が農地法第５条第１項の許可を受けられない場合は、営農型太陽光発電設備を速やかに撤去するとともに、撤去工事完了後、速やかに工事完了報告を提出することを約します。

１　承継を予定している太陽光発電設備の所在地等
	土地の所在
	地　番
	面積（㎡）
	一時転用
許可年月日
	備　考

	
	
	支柱
	下部農地
	
	

	
	
	
	
	
	



２　事業の継続が困難となった理由
	



３　承継を予定している事業者
	氏名・名称
	住　所
	連絡先（電話番号等）

	
	
	



４　承継事業者の農地転用許可申請日（又は申請予定日）

　　農地転用許可申請（予定）年月日　：　　　　年　　　月　　　日


（添付書類）
承継を予定している事業者の事業概要がわかる資料


（別紙様式例第10号）

栽　培　実　績　書

　　　年　　　月　　　日

　　○○○知事　様
　（○○○農業委員会経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　 　 　  　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　営農者　氏名　    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　     　　　 　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で農地法第　　条第１項の許可を受けて支柱を立てて設置した営農型太陽光発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る実績について、下記のとおり報告します。

記


１　許可を受けた土地等の所在及び面積等
	所在及び地番
	面積

	
	 ㎡
（　      ㎡）




２　営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農者の氏名等
	氏　名
	備　考

	
	

	
	




３　営農型太陽光発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況
(1)　農作物の収穫が行われている場合
ア　イ以外の場合
	作付作物
	作付面積
（㎡）
	単収
（kg/10a）
	地域の平均的
な単収
（kg/10a）
	品質
（等級、糖度等）
	遮光率
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



イ　遊休農地を再生利用した場合
	作付作物
	作付面積
（㎡）
	農地の利用の程度
	品質
（等級、糖度等）
	遮光率
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




(2)　農作物の収穫が行われていない場合
ア　生育に時間を要する作物のため収穫が行われていない場合
	作付作物
	作付面積
（㎡）
	遮光率
	備　考

	


	


	
	




[bookmark: _Hlk146124851]　　
　　 （栽培管理及び生育の状況）
	









イ　ア以外の場合で収穫が行われていない場合
	[bookmark: _Hlk146562380]（その理由）








　　

	


（上記記載について知見を有する者の所見）

	[bookmark: _Hlk160181658]所見（具体的に記載してください。）




確認年月日　　　　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　知見を有する者　　所属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所・連絡先

	知見を有する者の当該作物への関わり

※　申請時に提出した（別紙様式例第３号）に記載された知見を有する者と異なる者が記載しようとする場合や、申請時に知見を有する者の意見書を提出していない場合（別紙様式例第２号の添付資料アにおいて(ｱ)又は(ｳ)を選択した場合）に、知見を有する者のこれまでの試験研究実績や栽培実績等、当該作物の栽培に知見を有していることについて記入し、研究データや栽培実績データ等の資料を添付してください。






（留意事項）

１　下部の農地において営農が適切に行われていることを確認するため、営農計画書に記載した農作業の内容について、作業の実態がわかる写真のほか、農作物の生育状況が確認できる写真を添付してください。
当該写真は、下部の農地全体の農作業の状況や農作物の生育状況及び収穫物の状況が明らかとされている必要がありますので、必要に応じて、複数枚の写真を添付してください。また、当該写真は、晴天時のものが適当です。

２　営農型太陽光発電設備の下部の農地のうち、「単収」の算出のために農作物を収穫した場所を図示した図面を添付してください（遊休農地を再生利用した場合を除く。）。

３　本資料は、許可を受けた土地を管轄する農業委員会を経由して提出してください。

（記載要領）

１　「１　許可を受けた土地等の所在及び面積等」の「面積」欄は、上段に①の面積を記載してください。また、下段の括弧には、①及び②の合計面積を記載してください。
①　許可を受けた営農型太陽光発電設備の支柱の基礎部分の面積（一時転用許可の対象面積）
②　営農型太陽光発電設備の下部の農地の面積

２　「２　営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農者の氏名等」について、営農者が複数存在し、営農者ごとに作付作物が異なる場合には、「備考」欄に作付けを行っている作物を記載してください。

[bookmark: _Hlk144902117]３　「３　営農型太陽光発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の（1）農作物の収穫が行われている場合について
・　アの「単収」欄は、営農型太陽光発電設備の下部の農地の単収を記載してください。

・　アの「地域の平均的な単収」欄は、報告に係る土地の周辺地域において営農型太陽光発電設備を設置していない農地における平均的な単収を記載してください。
なお、申請に係る市町村において栽培されていない農作物を栽培している場合等地域において比較する単収がない場合は、許可申請書に添付した「営農型太陽光発電設備の下部の農地における営農計画書」（別紙様式例第１号）２（5）ア(ｱ)又は(ｲ)に記載した「地域の平均的な単収」又は「単収見込み」を記載してください。

・　イの「農地の利用の程度」欄は、当該農地での農作物の生産の状況について、周辺の地域における農地の利用の程度と比較した利用の程度を含めて記載してください。

[bookmark: _Hlk144902726]・　ア及びイの「品質」欄は、等級、糖度等を記載してください。このような品質に係る指標がない農作物の場合には、出荷用に耐えられるか否か、地域の営農型太陽光発電を行っていない農地において生産している同一の作物の品質と比較し、著しい違いがあるか否かを記載してください。

・　ア及びイの「遮光率」欄について、営農型太陽光発電設備の設計上の遮光率を記載してください。設計上の遮光率が不明の場合には、当該設備の直下の農地面積のうち太陽光パネルの水平投影面積が占める面積を記載ください。

４　「３　営農型太陽光発電設備の下部の農地における農作物の生産に係る状況」の（2）農作物の収穫が行われていない場合について

・　「ア　生育に時間を要する作物のため収穫が行われていない場合」の「栽培管理及び生育の状況」欄は、許可申請時の栽培計画に記載した農作業の内容と照らして適切に栽培管理が行われたか、また、作物の生育の状況は、栽培計画に記載した生長の指標と比較して、順調に生育しているか等について記載してください。
・　「イ　ア以外の場合で収穫が行われていない場合」の「その理由」欄は、収穫まで生育が満たなかった理由（台風等による自然災害の被災や営農者の病気療養等）について、その原因も踏まえて具体的に記入してください。

５　営農型太陽光発電設備の下部の農地において収穫した農作物を出荷した場合には、「備考」欄に販売量や売上高を記載するとともに、出荷量を証する書面の写しを添付してください。

６　自家消費する場合であっても「単収」欄や「品質」欄の記載は必要ですので、御注意ください。



（別紙様式例第11号）

収　支　報　告　書

　　　年　　　月　　　日

　　○○○知事　様
　（○○○農業委員会経由）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　 　 　  　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　営農者　氏名　    　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　     　　　 　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で農地法第　　条第１項の許可を受けて支柱を立てて設置した営農型太陽光発電設備の下部の農地の営農における収支状況について、下記のとおり報告します。

記

	前々年度
（令和　年度）
	前年度
（令和　年度）
	今年度
（令和　年度）

	科目
	金額（円）
	科目
	金額（円）
	科目
	金額（円）

	収　入　金　額
	販売金額
	
	収　入　金　額
	販売金額
	
	収　入　金　額
	販売金額
	

	
	自家消費
	
	
	自家消費
	
	
	自家消費
	

	
	雑収入
	
	
	雑収入
	
	
	雑収入
	

	
	(発電収入)
	
	
	(発電収入)
	
	
	(発電収入)
	

	
	(営農協力金)
	
	
	(営農協力金)
	
	
	(営農協力金)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	小　計
	
	
	小　計
	

	支　出　金　額
	種苗費
	
	支　出　金　額
	種苗費
	
	支　出　金　額
	種苗費
	

	
	肥料費
	
	
	肥料費
	
	
	肥料費
	

	
	農機具費
	
	
	農機具費
	
	
	農機具費
	

	
	農薬・衛生費
	
	
	農薬・衛生費
	
	
	農薬・衛生費
	

	
	動力光熱費
	
	
	動力光熱費
	
	
	動力光熱費
	

	
	修繕費
	
	
	修繕費
	
	
	修繕費
	

	
	人件費
	
	
	人件費
	
	
	人件費
	

	
	地代・賃借料
	
	
	地代・賃借料
	
	
	地代・賃借料
	

	
	農業共済掛金
	
	
	農業共済掛金
	
	
	農業共済掛金
	

	[bookmark: _Hlk144739245]
	減価償却費
	
	
	減価償却費
	
	
	減価償却費
	

	
	土地改良費
	
	
	土地改良費
	
	
	土地改良費
	

	
	雑費
	
	
	雑費
	
	
	雑費
	

	
	租税公課
	
	
	租税公課
	
	
	租税公課
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	小　計
	
	
	小　計
	

	差引金額
	
	差引金額
	
	差引金額
	



（留意事項）
１　「科目」は収支科目の主要なものを記入していますので、適宜、追記削除をお願いします。
２　「発電収入」の欄は、営農型太陽光発電設備の設置者と下部農地の営農者が同一である場合において、売電による収入がある場合に記入してください。
３　「営農協力金」の欄は、営農型太陽光発電設備の設置者と下部農地の営農者が異なる場合において、設置者から営農協力金等を受領している場合に記入してください。
４　資料は、許可を受けた土地を管轄する農業委員会を経由して提出してください。

（別紙様式例第12号）

                                                                  番　　　号　　
                                                          （元号）  年　月　日　　

 
　○○経済産業局長　殿

　
                              　　　　　　　　　　　（農地転用許可権者名）


農地法における違反事案についての情報提供（通知）

　電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年８月30日法律第108号）に基づき認定を取得している事案について、農地法（昭和27年法律第229号）の規定に違反し、同法第51条第１項に基づき、（元号）〇年〇月〇日付け（文書番号）にて、（農地転用許可権者名）より（原状回復等の措置の内容）しましたので、別添の関連資料を添えて情報提供（通知）します。


※「勧告」の場合は、下線部を「農地法に係る事務処理要領の制定について（平成21年21経営第4608号・21農振第1599号農林水産経営局長・農村振興局長通知）の別紙１の第４の６（１）イ(ｱ)bの規定に基づき」とする。





担当：○○県○○市○○課　○○○○
TEL：○○－○○○○－○○○○
FAX：○○－○○○○－○○○○
Mail：○○○-○○○@pref.○○.lg.jp







※命令書の写し等の関連資料を添付すること。


（様式第１号）
盛土等に関する確認書
	
	確認事項
	確認結果
	農業委員会確認欄
	備考

	１
	土地改良法に基づく土地改良事業であるか。
	☐該当
（　　　　　　　　　）
☐非該当
	
	いずれも非該当であった場合は２を確認

	
	都市計画法上の開発行為に該当するか。
	☐該当
（　　　　　　　　　）

☐非該当
	
	

	
	通常の営農行為に該当するか。
	☐該当
（　　　　　　　　　）
☐非該当
	
	

	２
	盛土規制法の申請又は届出が必要な内容であるか。
	☐該当
（　　　　　　　　　）

☐非該当
	
	


※当該様式は盛土規制法の手続きの必要性について判断するものではございません。盛土規制法の手続きについては、県民センター（建築指導課(県央地区については県央建築指導室））にご確認ください。

　　　　　年　　月　　　　日
申請者住所　　　　　　　　　
申　請　者　　　　　　　　　
連　絡　先　　　　　　　　　

（様式第２号）
盛土等計画書
	事業者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	請負者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	現場責任者
	(住所）

	(氏名)
電話    (  )    

	事業期間
	（元号）　　年　　月　　日　～（元号）　　年　　月　　日までの　　　か月間

	土地選定理由書
	



（注）申請地を選定した理由を詳細に記載すること

	事業の内容
	盛土等の内容
	場所

	

	
	
	盛土等面積
	　　　　　　　　㎡

	
	
	作業時間
	　午前　　時　　分から　午後　　時　　分まで

	
	
	使用機械の種類・台数
	

	
	農地について
	現況地目
	盛土等前
	

	
	
	
	盛土等後
	

	
	
	盛土等を行う理由
	

	
	
	盛土等後の土地利用計画
	

	
	計画図

	平面図及び縦横断面図
 (注)現況地盤高（周辺地を含む）、計画地盤高、盛土等の高さ等を明示すること


	その他
	(注)過去2年間に盛土等を行ったことがある場合は、その場所、面積、期間等を記載すること





（様式第３号）

現地調査報告書

（元号）	年	月	日　


　別添のとおり事業完了報告書（事業完了届）の提出があり、現地調査の結果下記のとおり確認したので報告します。

記
	申請者
	
（住　所）

（氏　名）


	許可（通知）年月日
	
（元号）　　年　　月　　日


	指令番号
	　　　　　　第　　　　　号

	許可等を受けた土地
	

外　　筆　　　㎡

	許可等を受けた盛土等の高さ
	　　　　　　ｍ

	許可等の期間
	
（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日


	確認内容
	









（様式第４号）
　　第　　号　
（元号）　年　月　日　
　茨城県農林水産部農業政策課長　殿

　　市（町村）　　部　　課長　　

違反盛土等報告書

　農地において、下記のとおり違反盛土等を確認したので報告します。

記
	違反者
	
（住　所）

（氏　名）


	許可（通知）年月日
	

	指令番号
	　　　　　　第　　　　　号

	許可等を受けた土地
	

外　　筆　　　㎡

	許可等を受けた盛土等の高さ
	　　　　　　ｍ

	許可等の期間
	
（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日


	違反内容

	（現場の状況や是正指導の内容も含めて記載してください。）






※不明な内容は空白で提出してください。
（様式第５号）
　　第　　号　
（元号）　年　月　日　
　茨城県農林水産部農業政策課長　殿
　　市（町村）　　部　　課長　　

違反盛土等発見報告書

　農地等において、盛土規制法に反している盛土等を発見したので、報告します。

記
	発見日時
	（元号）　　年　　月　　日

	事 案 の 種 類
	盛土　・　切土　・　土石の堆積　・　不明

	違反している土地の状況
	所在地
	

	
	盛土等造成箇所付近の特徴等

	
	現場状況（高さ、幅、面積、盛土等の量、廃棄物の有無、変状、土砂の流出等）



	違反者に関する事項
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	その他の参考となる事項
	

	土地所有者に関する事項
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	その他の参考となる事項
	

	その他
	（関係法令の許認可の有無や搬入車両（車種名、ナンバー、塗色）等といった参考となる情報があれば記載してください。）








[bookmark: _諮問書記載及び説明の取扱いについて]参考様式（１）

○○諮問第　　　号

茨城県農業委員会ネットワーク機構  
一般社団法人 茨城県農業会議  

　農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第１項の規定により申請のあった別紙記載の農地の転用について、同条第４項（第５項）の規定により意見を求める。

（元号）　　年　　月　　日

○○市町村農業委員会会長　　　　　印　　　


（注意事項）
括弧書きは、3,000㎡以下を諮問する場合に限る。
3,000㎡超及び3,000㎡以下を併せて諮問する場合は、「同条第４項及び第５項」と記載する。


参考様式（２）

○○諮問第　　　号

茨城県農業委員会ネットワーク機構  
一般社団法人 茨城県農業会議  

　農地法（昭和２７年法律第２２９号）第５条第１項の規定により申請のあった別紙記載の農地の転用を目的とする権利の設定・移転について、同条第３項において準用する第４条第４項（第５項）の規定により意見を求める。

（元号）　　年　　月　　日

○○市町村農業委員会会長　　　　　印　　　

（注意事項）
括弧書きは、3,000㎡以下を諮問する場合に限る。
3,000㎡超及び3,000㎡以下を併せて諮問する場合は、「同条第４項及び第５項」と記載する。

参考様式（３）

（農地法第４条諮問）
3,000㎡超　　№１
	処理番号
	申請人
	職業
	土地の所在
	地目
	田
	転用目的
	備考
	備考

	
	
	
	
	
	畑
	
	
	

	
	
	
	
	
	計
	
	
	

	１
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	２
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	0.00
	
	
	


（備考欄記載内容）
　「農地転用申請に伴う意見聴取における常設審議委員会への諮問書の記載及び説明の取扱い」による
（添付書類）
　土地利用計画図、周辺農地付近状況図、位置図、その他参考となる書類


参考様式（４）
（農地法第５条諮問）
3,000㎡超　　№１
	処理番号
	譲受（賃借）人
	職業
	譲渡（賃貸）人
	土地の所在
	地目
	田
	契約
内容
	転用目的
	備考

	
	
	
	
	
	
	畑
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	計
	
	
	

	１
	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	２
	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	
	0.00
	
	
	

	
	
	
	
	
	0.00
	
	
	


（備考欄記載内容）
　「農地転用申請に伴う意見聴取における常設審議委員会への諮問書の記載及び説明の取扱い」による
（添付書類）
　土地利用計画図、周辺農地付近状況図、位置図、その他参考となる書類
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氏　　名 住　　所



年　月　日

農業経営改善計画

認定年月日

氏　　名 住　　所



権利の種類



(2)転用の時期及び

　転用の目的に係

　る事業又は施設

　の概要

工事計画

土地造成



権利の設定・移転の別権利の設定・移転の時期権利の存続期間 その他

建 築 物

小 計

工 作 物

㎡



小 計

計

名称



着工　　年　月　日から　年　月　日まで



所有権以外の使用収益権

が設定されている場合

権利者の氏名

又は名称

権利の種類

市街化区域・

市街化調整区

域・その他の

区域の別



　　計　　　　　　㎡（田　　　　㎡、畑　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　㎡）



土地所有者の同意の有無

郡　町

市　村



㎡



地　目

登記簿 現　況

面　積 土地の所在地　番

設定　　　移転



６　転用することに

　よって生ずる付近の

　農地、作物等の被害

　の防除施設の概要

７　その他参考となる

　べき事項

２　転用に係る土地の

　所有者の氏名及び住

　所等

１　農業用施設を設置

　する者の氏名及び住

　所等

３　転用に係る土地の

　所在等

４　転用計画

５　権利を設定又は移

　転して転用する場合

　の契約の内容

(1)転用事由の詳細



事由の詳細

（農業経営基盤強化促進法施行規則

　第13条の２該当箇所：　号　　）

農業用施設の名称

建築面積 所要面積



棟数

㎡


Microsoft_Excel_______.xlsx
Sheet1

		１　農業用施設を設置
　する者の氏名及び住
　所等 ノウギョウ ヨウ シセツ セッチ シャ シメイ オヨ スミ ショ トウ												氏　　名 シ ナ														住　　所 ジュウ ショ																				農業経営改善計画
認定年月日 ノウギョウ ケイエイ カイゼン ケイカク ニンテイ ネンガッピ



																																																年　月　日 ネン ガツ ニチ



		２　転用に係る土地の
　所有者の氏名及び住
　所等 カカ トチ												氏　　名 シ ナ														住　　所 ジュウ ショ







		３　転用に係る土地の
　所在等 テンヨウ カカ トチ ショザイ トウ												土地の所在 トチ ショザイ						地　番 チ バン				地　目 チ メ								面　積 メン セキ				所有権以外の使用収益権
が設定されている場合 ショユウケン イガイ シヨウ シュウエキ ケン セッテイ バアイ														市街化区域・
市街化調整区域・その他の
区域の別 シガイカ クイキ シガイカ チョウセイ クイキ タ クイキ ベツ

																								登記簿 トウキボ				現　況 ゲン キョウ

																																				権利の種類 ケンリ シュルイ						権利者の氏名
又は名称 ケンリシャ シメイ マタ メイショウ



														郡　町
市　村 グン マチ シ ムラ																		㎡







														　　計　　　　　　㎡（田　　　　㎡、畑　　　　　㎡、採草放牧地　　　　　㎡） ケイ デン ハタ サイソウ ホウボクチ

		４　転用計画 テンヨウ ケイカクナイヨウ												(1)転用事由の詳細 テンヨウ ジユウ ショウサイ										農業用施設の名称 ノウギョウヨウ シセツ メイショウ																		事由の詳細 ジユウ ショウサイ





																								（農業経営基盤強化促進法施行規則
　第13条の２該当箇所：　号　　） ノウギョウ ケイエイ キバン キョウカソクシンホウ セコウ キソク ダイ ジョウ ガイトウ カショ ゴウ



														(2)転用の時期及び
　転用の目的に係
　る事業又は施設
　の概要 テンヨウ ジキ オヨ テンヨウ モクテキ カカ ジギョウ マタ シセツ ガイヨウ										工事計画 コウジ ケイカク						着工　　年　月　日から　年　月　日まで チャッコウ トシ ツキ ヒ トシ ツキ ヒ

																														名称 ナ ショウ						棟数 トウ スウ						建築面積 ケンチク メンセキ								所要面積 ショヨウ メンセキ

																								土地造成 トチ ゾウセイ																										㎡

																								建築物 ケンチクブツ																		㎡

																								小計 ショウ ケイ

																								工作物 コウサクブツ

																								小計 ショウ ケイ

																								計 ケイ

		５　権利を設定又は移
　転して転用する場合　
　の契約の内容 ケンリ セッテイ マタ イ テン テンヨウ ケイヤク ケイヤクナイヨウ												権利の種類 ケンリ シュルイ						権利の設定・移転の別 ケンリ セッテイ イテン ベツ												権利の設定・移転の時期 ケンリ セッテイ イテン ジキ												権利の存続期間 ケンリ ソンゾク キカン								その他 タ

																				設定　　　移転 セッテイ イテン



														土地所有者の同意の有無 トチ ショユウシャ ドウイ ウム





		６　転用することに
　よって生ずる付近の
　農地、作物等の被害
　の防除施設の概要 テンヨウ ショウ フキン ノウチ サクモツ トウ ヒガイ ボウジョ シセツ ガイヨウ







		７　その他参考となる
　べき事項 タ サンコウ ジコウ
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金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円） 金額（円）

販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額 販売金額

自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費

雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入 雑収入

（発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入） （発電収入）

（営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金） （営農協力金）

小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A） 小　計（A）

種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費 種苗費

肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費 肥料費

農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費 農機具費

農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費 農薬・衛生費

動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費 動力光熱費

修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費 修繕費

人件費 人件費 人件費 人件費 人件費 人件費 人件費 人件費 人件費 人件費

地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料 地代・賃借料

農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金 農業共済掛金

減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費 減価償却費

土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費 土地改良費

雑費 雑費 雑費 雑費 雑費 雑費 雑費 雑費 雑費 雑費

租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課 租税公課

小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B） 小　計（B）

（記載要領）

差引金額

（A-B）

差引金額

（A-B）

差引金額

（A-B）

・「科目」は収支科目の主要なものを記入していますので、適宜、追記削除をお願いします。

・「発電収入」の欄は、営農型太陽光発電設備の設置者と下部農地の営農者が同一である場合において、売電による収入がある場合に記入してください。

・「営農協力金」の欄は、営農型太陽光発電設備の設置者と下部農地の営農者が異なる場合において、設置者から営農協力金等を受領している場合に記入してください。
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収
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金

　

額

差引金額

（A-B）

差引金額

（A-B）

10年目

科目 科目 科目 科目

７年目

支
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金

　

額

差引金額

（A-B）

５年目 ６年目

科目 科目

収
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金

　

額

収
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額

差引金額

（A-B）

収

　

入

　

金

　

額

支

　

出

　

金

　

額

収
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額
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額

支

　

出

　

金

　

額

差引金額

（A-B）

科目

２年目

科目

３年目

科目

１年目

収

　

入

　

金

　

額

収

　

入

　

金

　

額

収

　

入

　

金

　

額

４年目

科目

収

　

入

　

金

　

額

８年目 ９年目


